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議 員 横 井 晶 行

〃 下 村 正 樹
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市 長 阿 古 和 彦

副 市 長 溝 尾 彰 人

教 育 長 椿 本 剛 也

企画部長 高 垣 倫 浩

企画政策課長 勝 眞 由 美

総務部長 東 錦 也
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財政課長 内 蔵 清

こども未来創造部長 井 上 理 恵

子育て支援課長 新 澤 健 嗣

会計管理者 吉 井 忠
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６．職務のため出席した者の職氏名

事務局長 岩 永 睦 治

書 記 新 澤 明 子

〃 神 橋 秀 幸

〃 福 原 有 美

７．付 議 事 件（付託議案の審査）

議第32号 令和４年度 城市一般会計補正予算（第１号）の議決について
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開 会 午前１０時３０分

増田委員長 ただいまの出席委員は８名で、定足数に達しておりますので、これより予算特別委員会

を開会いたします。

皆さん、ご苦労さんでございます。先ほど本会議を開会されまして、予算特別委員会に付

託をされました案件につきましてご審議をいただくわけでございますけれども、慎重なご審

議を賜りますようよろしくお願いを申し上げておきます。

発言される場合は必ず挙手をいただき、指名をいたしますので、マイクの発言ボタンを押

してからご起立をいただき、必ずマイクを近づけてからご発言いただきますようお願い申し

上げます。

城市議会では、会議室内における新型コロナウイルス感染対策を行っております。また、

会議出席者のタブレット端末等の情報通信機器の使用を認めておりますので、ご承知おきを

願います。

それでは、ただいまより本委員会に付託をされました付議事件の議事に入らせていただき

ます。

議第32号、令和４年度 城市一般会計補正予算（第１号）の議決についてを議題といたし

ます。

本案につき、提案者の内容説明を求めます。

米田財務部長。

米田財務部長 皆さん、おはようございます。財務部の米田でございます。どうぞよろしくお願いい

たします。

それでは、ただいま上程となっております議第32号、令和４年度 城市一般会計補正予算

（第１号）についてご説明を申し上げます。

まず初めに補正予算書の１ページをご覧いただきたいと思います。第１条でございます。

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１億427万7,000円を追加いたしまして、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ165億8,809万7,000円とするものでございます。

それでは、事項別明細書の５ページをお願いいたします。

歳出よりご説明させていただきます。２款総務費、１項１目一般管理費で、補正額は

2,543万8,000円でございます。人件費で43万8,000円でございまして、こちらは子育て世帯

生活支援特別給付金事業に係ります会計年度任用職員の社会保険料等でございます。続きま

して、一般管理事業で2,500万円でございます。民事調停法第17条の規定による調停に代わ

る決定に伴う補正予算となってございます。

次に３款民生費、２項10目子育て世帯生活支援特別給付金事業費で、補正額は7,883万

9,000円でございます。人件費で64万4,000円、また、子育て世帯生活支援特別給付金事業と

いたしまして7,819万5,000円でございます。

続きまして、歳入でございます。事項別明細書の４ページをお願いいたします。

14款国庫支出金、２項２目民生費国庫補助金では補正額が7,927万7,000円でございまして、
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子育て世帯生活支援特別給付金に係る事業費補助金及び事務費補助金でございます。続いて

20款諸収入、３項３目雑入で補正額は2,500万円でございます。民事調停法第17条の規定に

よる調停に代わる決定に伴う補正となってございます。

最後に補正予算書７ページから８ページにかけましては、人件費補正に関する補正予算給

与費明細書を添付させていただいております。

以上で補正予算の説明を終わらせていただきます。よろしくご審議賜りますようお願い申

し上げます。

増田委員長 ただいま説明願いましたが、本案の内容につきましては大きく２つに分けられます。こ

こで、それぞれの内容につきまして担当部長より詳細な説明をいただいたほうが委員会の運

営が円滑に進められると思いますので、説明を願いたいと思います。

最初に民事調停法第17条の規定による調停に代わる決定に関する部分について説明を願い

たいと思いますが、追加資料がございますので配付を願います。

（資料配付）

増田委員長 資料の配付が終わりましたので、説明を求めます。

高垣企画部長。

高垣企画部長 企画部の高垣です。よろしくお願いいたします。

それでは、まず、お手元に配付させていただきました資料をご確認いただきたいと思いま

す。今回、３点お配りさせていただいております。

まず１点目です。今回対象となる訴訟について、図で表したものでございます。

２点目の資料につきましては、民事調停法第17条の決定が令和４年４月２日に確定したこ

とを証する資料となっております。

最後に３点目といたしまして、３枚つづりのものですが、こちらは前回、令和４年３月30

日の臨時会においてお配りいたしました、大阪高等裁判所の民事調停法第17条決定の資料と

なっております。以上のご確認をお願いします。

それでは、予算に計上しております、予算書の４ページ歳入予算、雑入で民事調停法第17

条の規定による調停に代わる決定に伴う解決金2,500万円並びに５ページ歳出予算、補償補

てん及び賠償金で民事調停法第17条の規定による調停に代わる決定に伴う移転補償金（追加

分）2,500万円につきまして担当課長よりご説明させていただきます。よろしくお願いいた

します。

増田委員長 勝眞課長。

勝眞企画政策課長 企画政策課の勝眞でございます。どうぞよろしくお願いいたします。それでは、

私のほうから内容につきまして、まず経緯のほうからご説明をさせていただきます。

去る令和４年３月17日に大阪高等裁判所第13民事部より、道の駅整備事業をめぐる損害賠

償請求控訴事件及び損害賠償請求附帯控訴事件に関する民事調停法第17条の規定による調停

に代わる決定がございました。これを受けまして、令和４年３月30日の臨時会において、違

法な公金支出の是正のための解決金として歳入に受け入れ、改めての措置として移転補償金

追加分を支出することの承認を求めることなどの第17条決定の内容について異議申立てしな
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い旨の議案を提出させていただき、ご議決をいただきました。当該案件につきましては、関

係する当事者の誰からも異議の申立てが出されなかったことにより、令和４年３月17日にな

された決定は令和４年４月２日付で確定をいたしました。

提案の理由といたしましては、この民事調停法第17条の決定が確定したことにより、今回、

決定の内容のとおり補正予算案を提出させていただいております。

歳入予算といたしましては、民事調停法第17条の規定による調停に代わる決定分の条項２

に基づき、2,500万円を計上いたしております。内容は、控訴人３者が被控訴人である 城

市に対し、違法な本件公金支出の是正のための解決金として連帯して支払うものを受け入れ

るため、歳入予算として計上いたしているものでございます。

次に、歳出予算といたしましては、決定文の条項３に基づき、2,500万円を計上いたして

おります。内容は、被控訴人である 城市が、控訴人、社会福祉法人柊の郷に対し移転補償

金（追加分）として2,500万円を支払うため、歳出予算として予算を計上しているものでご

ざいます。

以上が今回の補正予算案についての内容でございます。ご審議賜りますようよろしくお願

い申し上げます。

増田委員長 次に、子育て世帯生活支援特別給付金に関する部分について説明を願いたいと思います。

井上部長。

井上こども未来創造部長 こども未来創造部の井上でございます。どうぞよろしくお願いいたします。

私のほうからは、令和４年度子育て世帯生活支援特別給付金についてご説明をさせていただ

きます。

こちらにつきましては、国のほうから事務連絡が届いておりまして、このたびコロナ禍に

おける原油価格・物価高騰等総合緊急対策といたしまして、真に生活に困っている方々への

支援措置の強化として、低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金、児童

１人当たり一律５万円、令和４年度給付金を積極支給という、プッシュ型と呼ばれておりま

すが、積極支給をすることで給付をするということが盛り込まれ、４月28日に閣議決定され

たところでございます。

内容につきましては、令和３年５月におきましても実施をしているものと同様で、時点修

正を除き、令和３年度給付金の概要と同様のものとなっているということでございます。そ

の詳細につきましては、令和３年度給付金と同様のものとする方向で検討し、また追って通

知をするという内容のものが届きまして、この発出を受けまして、支給に向けての速やかな

事務手続の実施と議会議決の観点から、今臨時会で議決をお願いするために予算を計上して

いるところでございます。

内容、詳細につきまして詳しく述べさせていただきます。

名称及び趣旨でございます。低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付金

でございまして、趣旨としましては新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中、

食料品等の物価高騰等に直面する低所得の子育て世帯に対し特別給付金を支給することによ

り、その実情を踏まえた生活の支援を行うというものでございます。
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支給対象者でございます。１つ目に、児童扶養手当受給者など低所得のひとり親世帯に児

童１人当たり一律５万円が支給されます。その世帯及び、これ以外に令和４年度分の住民税

均等割が非課税の子育て世帯に対しても支給をするということでございます。児童の対象年

齢はおおむね18歳となっているところでございます。

給付額は先ほど来申していますとおり、児童１人当たり一律５万円となっております。

費用につきましては全額国庫負担でございまして、実施に係る事務費についても全額国庫

負担となっておるところでございます。ですので、これに係ります費用としまして、事業費

及び事務費を今回7,927万7,000円計上いたしております。

次にスケジュールでございます。低所得のひとり親世帯、児童扶養手当受給世帯につきま

しては、先ほど述べました積極支給というところでうたわれてございますので、可能な限り

６月の支給というところで、申請不要の分につきましてはこの段取りをさせていただいてお

ります。そして、またその他の世帯等につきましても、可能な限り速やかな実施に向けて進

んでいくわけでございますが、こちらにつきましては申請が必要となっております。

以上、ご説明させていただきましたが、審査のほどどうぞよろしくお願いいたします。

増田委員長 ただいま説明願いましたが、本案に対する質疑に入ります。

質疑はありませんか。

松林委員。

松林委員 子育て世帯生活支援特別給付金事業ということで、コロナ禍において特に物価高も懸念さ

れるという、そこに対処するための支給やということで、今、ご説明聞いて大体は分かった

んですけども、児童扶養手当受給者１人当たり５万円ということで、対象者は何人ぐらいお

られるのかということと、それで、４ページに歳入の部分で、民生費国庫補助金の一番右側

の説明のところなんですけれども、子育て世帯生活支援特別給付金事業で一番上が2,700万

円、ふたり親が4,500万円となっております。また下にも同じく300万円、369万1,000円か、

下にもふたり親世帯という、こういう分けて、縦分けている理由、ここらもちょっとご説明

願えますか。

増田委員長 新澤課長。

新澤子育て支援課長 子育て支援課の新澤です。よろしくお願いいたします。

人数になりますけども、児童扶養手当の人数は557名を想定して、今現在、予算の要求を

させていただいております。

あと、歳入のほうになりますけども、歳入のほうに関しましては、一応、2,700万円余り

のお金に関しての歳入は、ひとり親世帯に対しての給付金の額になっております。その下の

4,200万円についてはふたり親世帯に対しての補助金で、その下、言われました360万円余り

のお金に関しては、ひとり親世帯に対しての事務費に対しての補助金の歳入でございます。

あともう一つ、ふたり親世帯の523万6,000円につきましては、これはふたり親世帯に対し

ての事務費に関しての補助金に当たります。

以上でございます。

増田委員長 松林委員。
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松林委員 この内訳に関しては下の２つ、ひとり親世帯、ふたり親世帯、これは事務費やということ

で、上が実質支給されるこの予算、想定されているということで、想定されているのが557

名ということで分かりました。ありがとうございます。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

谷原委員。

谷原委員 関連で、生活支援特別給付金についてお伺いします。

１つは支給要件として、１番目に児童扶養手当受給者ということをおっしゃいましたけど、

これは全ての児童扶養手当受給者、全員が対象になると考えていいんでしょうか。そこの間

の所得等の差とかあるかと思うんですけど、これについてちょっと１つお伺いします。

それから２つ目の、要は申請しなければならない対象者の方々に対しては、申請書をそれ

ぞれ対象の方に送られるのか、郵送とかですね。どういう手だてで通知されるのか、これに

ついてお伺いします。

増田委員長 新澤課長。

新澤子育て支援課長 子育て支援課の新澤です。よろしくお願いいたします。

１点目の児童扶養手当の件でありますけども、児童扶養手当を受給されているひとり親世

帯の全ての方が対象となってきます。

あと、申請ですけども、申請していただく方に関しては、周知の方法といたしましては、

児童扶養手当の現受給者に対しては案内文を郵送しますが、それ以外の方につきましては広

報やホームページの掲載、防災行政無線、あとツイッター等でも呼びかけてお知らせの掲示

も行い、周知の徹底を図る予定をしております。

以上でございます。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 児童扶養手当についてはもう既に支給されているので、行政は把握されておられますので、

プッシュ型だから申請しなくても払われますよという通知文だけ送ると。そうではない申請

者については、これは、言ってみれば今おっしゃった手だてしかないということで、できる

だけこれは広くやっぱり受給していただくことが必要だと思うんですけれども、これはほか

の市町村も同じですか、こういうやり方。つまり、今度のは申請ということになっているん

ですけれども、対象者の人に何らかの行政のほうからやられると。いろんな方法があると思

うんですけど、これまでもそうだったと思うんですが、他市町村なんかでいい例はないんで

しょうか。防災行政無線とかツイッター、それから広報等で触れなかった方は漏れてしまう

ので、何らかのいい手はないかなと思うんですけど、そこら辺の工夫はいかがでしょうか。

増田委員長 井上部長。

井上こども未来創造部長 そのほかの手だてにつきましては税情報がベースになりますので、どうい

ったことができるのかちょっと勉強させていただきたいと思います。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 お子さんに対する手当なので、私は学校を通じて文書配布ということもあるんかなとか、

やっぱりいろんな手だてを取って広く周知することを、ぜひご検討をお願いします。それは
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行政のほうで考えていただくことなので無理を言うわけじゃないんですけれども、ぜひお願

いしたいと思います。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

松林委員。

松林委員 以前、住民税非課税世帯に10万円支給という、そういうことがあったときには、このコロ

ナ禍において家計が急変したとか、そういうふうなところは相談する相談窓口というのか、

そういうコールセンターというか、そういうようなものを設置をされたと思うんですけども、

今回またこの件に関しましても、児童扶養手当支給の対象者でなくても、コロナ禍、また物

価高において非常に生活が困窮しましたというふうなところも申請できるのかどうか、そう

いう、また窓口も設置していただけるのかどうか、コールセンターのような、そういうとこ

ろをちょっとご説明願えますか。

増田委員長 新澤課長。

新澤子育て支援課長 子育て支援課の新澤です。

今現在のところでは、そういったコールセンターの設置は、予定はしておりません。あく

まで問合せに対して説明させていただいている状態でございますので、今回もそういう形で

同じような説明の方式を取っていくつもりでございます。

増田委員長 松林委員。

松林委員 こういうコロナ禍、物価高によって急変するようなところもやっぱり出てくると思います

ので、ぜひともそういう窓口といいますのか、ここに相談すれば自分が支給されるのかどう

かというところも判断できるような、相談できるような場所をぜひとも開設をしていただき

たいなと、このように思います。

以上でございます。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

梨本委員。

梨本委員 おはようございます。よろしくお願いします。

私は５ページ、民事調停法第17条の規定による調停に代わる決定に伴う移転補償金（追加

分）、この2,500万円、今、先ほど課長のほうからは、内容の説明はいただいたわけなんです

けれども、ちょっと私の認識としては、まだそれではよく分からないわけですよ。裁判の内

容に、第17条決定の内容に伴って今回計上されてきたというところは分かります。ただ、こ

こは予算特別委員会ですので、計上されたものの内容、なぜこの2,500万円というものが必

要なのかということをやはりある程度きちっと把握しておかなければ、公金を支出するわけ

ですから、審査のしようがないと思うんです。少なくとも３月30日の臨時会において議決は

させていただきました。私も賛成しました。立場をはっきりと申し上げると、私は社会福祉

法人も含めたあらゆる関係者とちゃんと和解できるのであれば、そうして前向きに事を進め

ていくことがいいというふうに考えています。これは当然、ほかの議員も同じような立場で

これからもお話しされると思うんです。それに当たって、賛成するときには、言ってみたら

第17条決定のこの案に異議がないかというところでの判断だったと思うんです。その際、こ
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れ、何回も読ませていただきましたけれども、第３項ではどういうふうに言っているかとい

うと、2,500万円の付議を市議会で、求償認の付議を速やかに行うものとするというふうに

書いてあるわけですよ。ですから本日、こういうふうに計上されてきて、ここで審査をして

いくわけなんですけれども、その内容がこれに基づいていますからと言われると、ちょっと

待ってくださいと。この内容について聞かせていただかないと、なかなか前に話が進んでい

かないと思うんです。そもそもこの2,500万円は、争点、相手方、被控訴人と控訴人の主張

が食い違っていた部分だと思うんです。法令改善であるとか産業廃棄物費用であるとか、

城市の立場は一貫して産業廃棄物費用だったはずなんです。ですからその辺、産業廃棄物費

用として今回お支払いされるのか、また、はたまたほかの何かの理由をつけてお支払いしよ

うとされているのか。その辺、もう一度ご説明いただけますでしょうか。よろしくお願いし

ます。

増田委員長 高垣部長。

高垣企画部長 企画部の高垣です。よろしくお願いいたします。

ただいまの梨本委員のご質問、もう一度振り返りますと、前回の３月30日に開催していた

だきました臨時会においてご説明させていただきましたように、まず第17条決定の第２項で

違法な本件公金支出の是正と記載されておりまして、その第17条の決定に従いまして2,500

万円の損害賠償を請求している金額が一旦市に返ってくることで、住民監査の勧告の１つが

解決されることになるというご説明をさせていただいております。その効力が４月２日付で、

繰り返しになりますけど、現在、和解と同じ効力を有することになっております。

そのような中で、まず2,500万円を支出できる根拠は、先ほどちょっとおっしゃいました

ように、第17条決定の文書の第３項にある移転補償金（追加分）という形で一旦今回は予算

計上して、議決後に2,500万円を支出とするという記載に基づきまして、予算計上して議会

の議決を経て支払うことで、正式な手続を経ることで、柊の郷に移転補償金（追加分）とい

う形で支出する形が取れるのであれば、訴訟を担当する弁護士からは妥当であるという意見

をいただいた形で、今回この補正予算をまず計上しております。

おっしゃいました、当初の訴訟の主張と今回の状況はというご質問であると思っておりま

すねんけども、当時、奈良地方裁判所で住民監査請求によりまして起こした市の主張では、

法令改善という名目で支払われた根拠のない違法な支出であるという主張を行っておりまし

た。それにつきましては奈良地方裁判所においても認められたものであると考えております。

一方で、現時点での大阪高等裁判所での判断内容としましては、柊の郷に対しましては移転

補償金（追加分）という認識をしているものと訴訟を担当している弁護士からは聞いており、

今回、第17条決定に基づきまして移転補償金（追加分）という形で支払うことは妥当である

というご意見もいただきましたので、今回この補正予算を計上させていただいております。

よろしくお願いします。

増田委員長 梨本委員。

梨本委員 ということは、法令改善として支払うということですね。ではないんですか。追加補償分

として必要だということを認めて、市としてお支払いすると。
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私、ちょっと今の話でも、弁護士が妥当だと言っているその理由を聞きたいわけなんです

よ。この2,500万円の色をしっかりつけていただかないと、これ何のお金なんやと。そうい

うところをやはり明らかにしていかないことには、ちょっと審査が進まないかなというふう

に思うので、そこを聞かせていただいたわけなんです。実際に追加補償分として支払うこと

が妥当だというふうになっていますけれど、第17条決定はなっていますけれども、これは高

等裁判所で出されている話ですよね。地方裁判所の判決においてはそうなっていないわけで

すよ。2,500万円に関しては、法令改善として出すのは違法だと。産業廃棄物費用としては

必要ではあっただろうというところで、多分、判決内容を読んでいくと、そういう趣旨であ

ったと私は理解しているんです。産業廃棄物費用に関しては、 城市土地開発公社が別の裁

判において4,077万円を社会福祉法人に支払うということで、これは最高裁判所でも確定し

ているわけですよ。ということは、産業廃棄物費用はもうそこで済んでいるわけじゃないで

すか。じゃあ、こっちの2,500万円は何なんですか。当時、これは不法な法令改善という問

題のある、議会にも諮らない出し方をしたのは、そこで何か出せなかった理由があるのでは

ないかなと私は思うわけですよ。実際、道の駅かつらぎに関する調査特別委員会、これはも

う昨年10月で一旦まとまっているわけなんですけれども、その間ずっとこの裁判の内容に触

れることはできないと、裁判がありますので答弁できないということで、我々一方的に情報

が入ってこない状態でずっとここまで来ているんですよ。だから、今回この2,500万円の内

容についてはある程度知っておかなければ、この予算を議決するということは、今度は議会

が市民に対して説明責任を負うわけですから、これは説明できないというところで私も思案

しとるわけです。ですからその辺、ちょっとしっかりと理事者側のほうから答弁をいただく

といいますか、その内容についてもう一度ちょっと確認させていただいてよろしいでしょう

か。

増田委員長 高垣部長。

高垣企画部長 企画部、高垣です。よろしくお願いいたします。

ただいまの梨本委員のご質問、もう一度説明させていただきますと、これまでのまず訴訟

の状況で、奈良地方裁判所の判決も全て見ておられない中で、お伝えできない状況はご理解

いただいているとは思うんですが、奈良地方裁判所の判断の中に今回の追加補償分に係る部

分、地中から出てきた廃棄物の補償に対する部分と建物移転に伴う追加補償の２つの意味で

支払われたものであるという判断が入っております、まず奈良地方裁判所では。その中で支

払い方については違法やというのが判決の中で出ておりまして、市で払うのは違法であると。

本来は別法人の公社で追加補償として払う形が正しい形であったという記載もございます。

これはあくまで奈良地方裁判所での判断でございます。現在、大阪高等裁判所において、そ

の内容が控訴審の中で、市として書面や書証など、主張全てあるものを出し尽くした中で、

裁判所の判断がこの今回出された第17条決定の必要な経費、追加補償分としての必要な経費

として支払う内容が決定されておりますので、この内容に従って支出するのは違法ではない

という判断で今回、予算計上させていただいたところでございます。

以上です。
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増田委員長 梨本委員。

梨本委員 ちょっと議論がかみ合わないんです。３回目なので、ちょっとまた次に、ほかの方も聞き

たいことあると思いますので言わせてもらいますけれども、そもそも前回、一番初めに移転

補償金、払っとるわけですよね、１億四千数百万円。それプラス2,500万円払うわけですよ

ね。そこはマックスじゃないんですか。言ってみたらその当時払えるマックスとして払って

はるから、そこから2,500万円が要るとなると、何らかのやっぱり理由が要ると思うんです

よ。それは高等裁判所がそう認めているからとか、地方裁判所でそういうふうに言っている

からとかということではなくて、理事者側としてこのお金はこういう色づけで払うんですと

いうことを議会に言っていただかなかったら、議員として判断できないじゃないですかとい

うことを言っているんです。

またほかの方も質問されると思いますのでこの程度にとどめたいと思いますが、よろしく

お願いします。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

谷原委員。

谷原委員 梨本委員との関連になります。同じようなことになるかと思うんですが、もう一回ちょっ

と私のほうの言葉で質問させていただきますけれども、追加の移転補償金という名目になっ

ております、この歳出2,500万円が。追加の移転補償金ということは、何かの移転補償金に

対する追加が発生したということで支払われるということですよね。だから、このことにつ

いて追加が必要になるもとの、そもそもの移転補償というのはどういうものだったのか。そ

れがどういう事情で追加の移転補償が発生すると考えて今回計上したのか。それから、この

2,500万円の追加の移転補償ですから、移転補償というのは当然、積算根拠があるわけです

よ。私は過去の契約を見ましたけれども、建物、極端に言ったら立ち木まで含めて移転補償

があるわけで、追加分を出したということは積算根拠があるはずなんです。先ほどおっしゃ

いましたように、裁判とは関係ないんです。裁判というか、裁判のことから和解でこういう

案が出ているんだけど、これは一般会計補正予算ですから。先ほど梨本委員が言ったように

一般会計補正予算として、公金支出に当たって追加の移転補償となっているので、その説明

がこの予算の執行として、予算として支出するのが妥当なのかどうか、それが私は知りたい

んです。したがって、今述べましたように、そもそも何の移転補償で、どういう事情が生じ

てこの追加となったのか。かつ、2,500万円の積算根拠は何なのかということについて、も

う一回そこはお聞きしたいと思います。

それから２つ目ですけれども、これは契約案件ですよね、移転補償ですから。移転補償契

約が当初あったんです。あって、追加の移転補償契約が結ばれています。私、今持ってきて

いますけど、過去、 城市は社会福祉法人と移転補償契約、土地の売買及び補償に関する契

約を結んでいます。2,500万円の追加の移転補償についての契約も結んでいるんです。つま

り、これは移転補償金ですから契約でやっているわけですけれども、今回の追加の移転補償

をどういう理由かで出すわけですけれども、そもそもその契約、何の契約に基づいて追加の

移転補償金を支払うということなのでしょうか。どの契約なんですかね。このことについて
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お伺いします。

それで、このことについては、もう一個つけ加えて言うならば、これは分かった話ですか

ら、決定の中にも書いてありますから、 城市の契約名は書いてあるんですが、実は、これ

は企画部長もよくご存じだと思うんですけれども、当初は土地開発公社が施設の移転補償交

渉に携わって、土地開発公社が移転補償に関する契約を結んで、支払いも済んでいます。と

ころが、その後に 城市がまた同じ物件について相手方と同じ金額の移転補償についての契

約を 城市と結んだんです。それは、本来はどっちかの契約、特に先の契約を抹消して変更

契約をちゃんとやらないとあかんと思うんですけど、これについてはそういう契約になって

いるのかどうか、この 城市の移転補償に係る契約が。この辺、ちょっとお伺いしたいんで

す。

増田委員長 高垣部長。

高垣企画部長 企画部、高垣です。よろしくお願いします。

谷原委員のご質問なんですけど、まず、もともとの移転補償契約はどのようなものであっ

たのかという流れを再度確認させていただきますと、 城市土地開発公社が土地売買及び補

償に関する契約書を平成27年６月に柊の郷と結びました。その契約金額は約１億4,000万円

で合意を得たというところで移転が始まるところに、更に今回の問題となっております

2,500万円、これが当初は産業廃棄物が出てきたという補償という意味合いで争い、法令改

善費用として、追加補償として市側で支払われた。公社ではなく市側で支払われたという経

緯で、違法な支出であるという経緯で監査請求があった形で、それに基づいた訴えの提起が

あったということで、今回これが大阪高等裁判所での第17条決定まで至った、その当初の発

端はそういう流れで来ております。

それで、2,500万円の積算根拠があるのか、その部分なんですけども、市の中では2,500万

円の積算根拠というのは法令改善費での架空の名目で支払われたということなので、ござい

ませんので、違法な支出ということで監査も指摘あったと思うんですけど、それが裁判所で

もそのまま訴訟として来ておりまして、違法な支出であるというのは認められてきておると

ころですが、柊の郷側からなんですけど、高等裁判所において2,500万円の積算の根拠が資

料として提出されておりまして、それが裁判所のほうで、私が言うのはおかしいですけど認

められたのではないかというふうな流れで、積算根拠はそれが相手方の書証によって出され

ておるというのが、今、大阪高等裁判所での状況でございました。

そのような中で、今回、民事調停法の第17条決定の流れになりまして、それに基づいた決

定によって2,500万円を支出するという形で今回の補正予算としておるものでございます。

何の契約かと言われたら、今の書証の中の、裁判というのはおかしいとおっしゃっていた

んですけど、書証の中のいろんな書面からの判断で出た第17条決定に基づいての補正予算を

計上しておるということでございます。

ちょっと最後おかしいかもしれませんけれども、そういう形で来ております。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 入のところでは、先ほどありました2,500万円、相手方が違法な支払いに対する是正措置
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としての解決金というふうについているんです。解決金だからこれは分かるんですよ、解決

金2,500万円をぽんと相手方が払いますと、和解ですから解決金を払う。ところが今回、移

転補償金の追加分となっております。

今ご答弁いただきますと、積算根拠からいきましょうか。積算根拠は、 城市は持ってい

ないんですよ。文書が破棄されているということです。あるんですか、 城市に2,500万円

の。これは私、裁判のいろいろ見ましたけど、ないんです。 城市は示せていないんですよ。

ないと。多分あったかもわかりません。でも破棄されているかもわからん。作られてなかっ

たかも分からん。でも、柊の郷から出てきちゃってる。つまり、これは何度も交渉していま

すよ。そもそも土地開発公社が移転補償に当たっても何度も交渉している経過があります。

これは２階建てを１階建てにせなあかんことも含めて、どうするかということも含めて交渉

をちゃんとやっているんです。それを算定してちゃんと移転補償金として計算して出してい

るわけです。だから 城市としては追加の法令改善か何かないと、ちゃんと１棟を２棟にす

る分まで見込んで交渉もして払っているという、裁判過程で出ていますよ、それが。

ところが、今おっしゃった2,500万円の積算根拠、相手方が持っていると。これ、見られ

ましたか。見て、 城市として精査されましたか。つまり追加の移転補償ですから、大阪高

等裁判所が相手方から出た分だと。どうも相手方に高等裁判所が認定したようだと、事実認

定として。だからこの決定が出てきたんじゃないかと、そういうふうに推測されているわけ

ですけれども、でも、我々は議会ですから、追加の移転補償金といった場合は、やっぱり積

算根拠はどうなのかということがなければ、これは支出の法的根拠になりませんから、やっ

ぱり正しい支出にならないので、これが争われてきたわけですから、言ってみればね。追加

の移転補償金ということが、一体中身が何なのかということです。だから、ずっとこれまで

私が聞いてきたのは、要は２階建てで建物がありました。その施設を移転しなければなりま

せん。ところが、古い建物だったので、その間いろんな法律が変わって、２階建てでは駄目

ですよと、グループホームの場合、１階建てにしてくださいということがあったので、実際

に移転しようとしたら２階建ては建たないと。だから、１階建ての２棟建てなあかん。費用

が膨らみますわね。でも、そのことは土地開発公社の移転補償交渉の中できちっと議論され

ているということを奈良地方裁判所はちゃんと事実認定していますよ。コンサルタントがど

このコンサルタントで、誰が担当してどういう交渉をされたか。どういう文書があるか。こ

れをちゃんと見て、積算根拠をちゃんと、追加の移転補償として新たに2,500万円払うなん

て、これは駄目だと、そういう根拠はないと、法的な根拠ないと、奈良地方裁判所は事実認

定しているわけですよ。 城市もそれを主張してきたわけです。 城市もそれを主張してき

た。ところが、この積算根拠についての文章が 城市、手元にない。相手方から出てきまし

た。これはどういう内容なんですか。この追加の移転補償について2,500万円、高等裁判所

ではそういう相手方から資料が出た、だからそれが認定されてこういう決定になったんだと

おっしゃったから、それはどういう内容なのかというのをちょっとお聞かせ願いたいんです。

それから２番目は契約の問題です。これは契約に基づかない追加の移転補償なんですか。

今の答弁だと、第17条決定に基づいてこういうふうにせえと言われているから出しているん
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ですということですけれども、それは出すほうはそうですけれども、これは公金支出ですか

ら、予算審査しているわけですから、だから、この追加の移転補償金ということは、契約に

基づいてですよね。当初の契約に基づいて、追加の移転補償金として契約の変更を行ってや

るのか。これは追加の移転補償金になっているので、補償契約に基づいた追加ということに

ならないと、何をもって払うのかと。これがさっき言ったように解決金だったら分かるんで

す、私。解決金だと。だけど、ここをちゃんとしないと、きちっとした支払い根拠が不明な

まま議決なんかできないですからね。それはもう一回聞きますけど、契約に基づかない、基

づかずに追加の移転補償金を払うんですかという話なんです。このことについてちょっとお

伺いします。

というのは、もうちょっと突っ込んで言うと、これはもう部長もよくお分かりだと思うけ

ど、 城市が主張してきたのと全然違うわけですよ。 城市が主張してきたことは、 城市

が支払う根拠はないと。土地開発公社が契約していたことだし、 城市への契約も変更契約

をちゃんとして議会で認めているわけじゃないと、これは奈良地方裁判所が言っているわけ

ですから。 城市の本体の契約そのものは、変更契約について議会の承認がないと。だから

こう書いとるわけですよ。そのほかの事情の変化を市議会に報告しなかった。明示的に承認

を得る手続を議会で経なかった。これが違法だと言っているわけですから。これが違法だと

言っているわけやから、契約の基、これを全くなしで、今おっしゃったように、いや追加の

移転補償金は払うんですと、いや決定があるから払うんですと、でも決定なんかそこまでい

っていませんよ、これ。どういう形で出せということも。そのことについて少しお伺いしま

す。

この２点です。相手方が示している積算根拠の中身はどんなものなのかということと、も

う一回契約に基づく移転補償じゃないのですかと。そういうふうに支払わずに、こういう名

目で、それで支払おうとしているんですけど、それ、どうなんですかということなんですけ

どね。

増田委員長 高垣部長。

高垣企画部長 企画部、高垣です。よろしくお願いします。

ただいまの谷原委員のご質問で、まず積算根拠の部分なんですけど、訴訟に関することで

すので細かく言うのもあれですけど、何も言わないのもちょっと問題かなと思いますけど、

業者から出ている設計とかそういう、先ほどおっしゃっていた２階建てが１階建てに必要に

なったという根拠となる業者からの積算資料などが示されて、裁判所に提出されて、その当

時の必要やったという、2,500万円追加が必要となるという積算の資料が提出、高等裁判所

にされたということで、それを弁護士と確認して見ております、我々は。それでよろしいで

すかね、積算の資料ということは。

谷原委員 だから、２階を１階にするという。

高垣企画部長 そういう建物の追加費用というものが必要であったと。

谷原委員 追加で必要となってこの金額となっているということ。

高垣企画部長 今回の補正予算に対する契約はとおっしゃっているのかなと思うんですが、今回は、
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先ほども言って申し訳ないんですけども……。

谷原委員 いやいや、今回じゃなくて、大本からたぐってそこの契約にたどり着くんかということで

す。全く宙に浮いた状態で追加移転補償金ですか。

高垣企画部長 追加移転補償というこの今回の言葉がもともとの契約に係っているのかという、契約

に戻るのかという意味でおっしゃっているんですよね。実際その契約に基づいての追加補償、

当初の例えば公社とか法令改善で払われた2,500万円の契約に基づいての追加補償という形

ではなくて、やはり裁判所で示された、必要であった2,500万円の費用を追加補償という形

で今回支払うという形で予算計上しておるものでございます。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 契約のところはちょっと平行線なので、これはもう置いておきますね。でも、先ほど、こ

れはもう意見だけになりますけれども、相手方が出した資料は、要は建物の移転に関わって

発生した2,500万円だということですね。それも１棟を２棟にすることに伴ってということ

ですよね。もうこれはずっと主張されていたことですから、私もそうなんだろうと思うんで

す。ところが、私、奈良地方裁判所の判決を全部読みましたけれども、それは 城市が主張

していたことが全て通ったことだと思うんですけれども、既に土地開発公社で移転補償金と

して、そこの交渉はちゃんとやっていると。そりゃ 城市に資料はなかったかもわかりませ

んよ。なかったからこそコンサルタントにも聞き、その担当者にも出して、そしてその資料

も、向こうのコンサルタントなんかは資料に基づいて、確かに議論をちゃんとしていますと。

それがちゃんと積算根拠として入っていますと。その上で土地開発公社と契約金を結んでい

る。だから追加の移転補償金は出す根拠がないと、法的な根拠はないと。だから違法だとい

うふうにしているわけです。

今お聞きすると、裁判の過程だから詳しくは言えないということだけれども、どうも大阪

高等裁判所で2,500万円追加移転補償について、これは議会の承認がなかった場合も書いて

ありますから、必ずしも議会は確実に承認せえと、命令でも何でもないし、議会に委ねられ

ているから、承認されない場合も想定されているわけですけれども、これ、議会がちょっと、

その理由で承認できにくいと思うんですけどね。相手方の根拠が同じような根拠で、違法と

された根拠に基づいてまた何で支払うのかと。 城市が、追加の移転補償金。このことだけ

ちょっと申し上げておきます。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

梨本委員。

梨本委員 先ほどの谷原委員のちょっと答弁漏れが１個あったんですけど、二重契約の解消をできて

いるのかというところに関してちょっと聞きたいんです。それは、言ってみたら土地開発公

社で本体の契約があって、追加移転だけ 城市との契約があって、本体のほうもまた契約だ

けはある、支払われていない契約だけがあるということじゃないですか。ここをちゃんと解

消しておかないと、これまた契約書があるわけですから、法的にトラブルが起こらないのか

というところも心配するわけですよ。その辺の解消も含めて、ちょっと今どうなっているの

かということを聞きたいのが、先ほどのちょっと追加の、延長でお聞きしたいと思います。
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ここからはもう、ちょっと担当に聞くというよりも、総合的な判断というのは市長しか私、

できないと思いますので、ちょっと市長にお聞きしたいと思うんですけれども、この間、市

長が就任されてから、ここの件に関してはずっと議会の中でもいろんな意見を交わしながら

激論を交わしてきたわけですよ。これはいい支出だと、まあ事業としてはよかったとか、や

はりちゃんとした支出に基づかない事業としては、やはりよくないよという、こういった議

論をずっと重ねてきたわけです。その中で、相手方の社会福祉法人とある程度聞き取りをし

て、相手の事情も、当時の状況なんかも分かった上で、当然私は裁判されていると思ってい

たわけですよ。ところが、全くそういうふうには感じ取れないわけです。言ったら、監査結

果に基づいて、監査もそこまで聞き取りできるのかというと、日数も限られていますのでそ

こまでの調査はできてなかったと私は思いますよ。それに基づいて訴えの提起をしなければ

ならなかったということなんですけれども、そもそもその段階で相手方と本当にどういう状

況だったのかということを確認すれば、ここまでトラブルがずっと尾を引いて、いろんなこ

とがこじれていくこともなかったんじゃないかなと、私、そういうふうにも思うわけですよ。

ちょっと市長にお聞きしたいんですけれども、就任されてからここに至るまで、相手方、

内容は言えないと思います。内容は言えないと思うんですけれども、総合的判断を下すに当

たって、相手方の社会福祉法人と話し合われたことはあるのかということをちょっと１点お

聞きさせていただきたいんです。その上で、この場には上げられないけれどもいろんな状況

があって、総合的判断をしたほうがいい、当然、議会に関しては委員会もインターネット中

継されているわけですから、全ても公開できないということもあるでしょう。しかし、少な

くともそういったこと、努力された経緯も聞くこともなく、裁判で決まったからと言われる

と、ちょっとあまりにも乱暴だと思いますので、その辺り、市長と社会福祉法人の話合いが

あったのか、言える範囲で内容も含めてちょっとお聞きしたいと思います。

以上、よろしくお願いします。

増田委員長 先、答弁漏れ。

溝尾副市長。

溝尾副市長 まず１点目のところで、二重契約の解消をどうするのかということですけれども、問題

にならないのかですが、第17条決定の第９項でいろいろ書いておりますが、本件に関し、何

らの債権債務関係のないことを相互に確認しますと。これ、確定しておりますので問題には

ならないと思いますが、手続上、二重契約、契約自体を破棄するのかとか、どうするのかと

いうのはちょっと手続的に確認させていただきます。

また、そもそもになるんですけども、今回の補正予算の提出に当たりましては、前回の議

会のところで提案させていただきました。裁判所のこともいろいろありますけれども、裁判

所が一番、高等裁判所の判決に近いところで、いろいろな訴訟の資料とかも出た中で、こう

いう文章を悩んで悩んで書いていただいたものだと思っております。その文書の極論が移転

補償金（追加分）だと。これについては法令改善とも書かず、産業廃棄物とも書かず、向こ

うがおっしゃっていたことも書かず、移転補償金（追加分）という言葉をあえて選んだもの

だと思っております。それについて前回提案させていただきまして、異議申立てをしないこ
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とについてご議決いただいて、それに基づいて今回、予算案を提出させていただいておると

いうことでございますので、その点についてはご理解いただきたいと思います。

増田委員長 あとは市長でございますか。

阿古市長。

阿古市長 １つのご質問というのは社会福祉法人の柊の郷との話合いがあったのかどうかということ

でございますけども、訴訟になっておりますので、代理人を通しての、やはり交渉といいま

すか話合いになっております。ですので、私自身が個人的に柊の郷の責任者の方とお会いし

ての話というのはございません。

以上でございます。

増田委員長 梨本委員。

梨本委員 副市長がおっしゃることはよく分かります。よく分かった上でここは予算特別委員会やか

ら、内容じゃなくてちゃんとしてくれということを言っているわけで、そこの説明ができな

いというところも重々承知していますので、市長に聞いたわけですよ。

市長は訴訟になっているからとおっしゃいますけれども、訴訟するまでも交渉したんです

かと私、聞いているわけですよ。そういった相手方の状況を聞かれたんですか。でなくて、

一方的に監査結果が出たから返還請求をして、返還に応じないから訴える。そら相手、怒り

ますよ。トラブルになるに決まっているじゃないですか。でもそこに関しては以前からずっ

と理事者側は、法的根拠はある、勝訴できると言って議会を通してきたんじゃないですか。

今になってこの話、ほんだら結局これ、2,500万円取り返すための裁判やったわけですよね。

でも、この内容でいうと2,500万円は、一旦は戻りますけれども支払う、つまり、取り返さ

ない。かつ、それ以外に土地開発公社、これは別組織やと言いますけれども、 城市が負担

する可能性があるわけですよ。ここから産業廃棄物費用として4,077万円計上されているわ

けじゃないですか。これは確定しているわけですよ。支払わないといけない。ということは、

2,500万円は取り返せない。4,077万円は支払わないといけない。しかもこの間、弁護士費用、

そしてそこに係る職員の労力、どれだけかかっているんですか。何のための裁判やったんで

すか。そんな説明もなくしてどうやってここで我々、納得できるんですか。本当に、先ほど

訴えになったから相手と交渉できへんと、そういう趣旨でおっしゃいましたけれども、あれ

は３月、３月やったかな、議会で一旦継続審議になっているんですよ。６月議会で議決して

いる。それだけ議会の中でもいろんな意見があって、そういった社会福祉法人であるとか、

建設会社を本当に相手方として入れていいのかというところを、散々ここでも話したんです

よ。それを踏まえて訴訟に踏み切ったわけでしょう。その間、相手方と話し合う時間的余裕、

なかったんですか。そんな確認もなくて、勝訴できる、私はそういうふうに受け取りました

よ。そういうニュアンスの答弁をずっと聞きながら、で、内容は言えない。それで2,500万

円、今回社会福祉法人に支払うということであるならば、そのときの判断について、やはり

責任者として、長として判断がどうやったのかということを言っていただきたいんですよ。

その上で総合的な判断せえと言われたら、分かりましたと。ここには上げられへんことであ

っても、そういうことで 城市民のためにそういう判断をしたほうがいいんやと、それはで
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きる可能性ありますけれども、そんなこともなくして、裁判も間違ってない、金払うのも間

違ってない、ちょっと金という言い方は汚いですけれども、そうやって2,500万円払うのも

間違ってない、こう言われたら私も賛成のしようないですよ。ですから、市長の見解、当時

の裁判どうやったんか。裁判に至るところで誤りとか過失があった、そういったことを含め

て、一旦市民の皆様に、そして議会にもご迷惑かけた。その上でこうして今後和解をして、

城市として一体としてやっていきましょう。こういうことがなかったら、私、前向いて進

まんと思います。ちょっと市長の見解を聞かせてください。

増田委員長 阿古市長。

阿古市長 こちらのほうの内容というのはほとんど第17条決定の中に書いております。法的に、手続

としてはやはり間違いであったということは認めております。ですので、その部分について

はお金を返しなさいということになっております。それで、手続上は間違いでありますけど

も、その趣旨については議会の判断を新たに仰ぎなさいという内容が今回の第17条決定でご

ざいます。この文章を読ませていただいたらいいのかどうかちょっと分かりませんけども、

被控訴人は、前項の 城市議会の承認が得られた場合は、控訴人柊の郷に対し、移転補償金

（追加分）として2,500万円を支払うという記載になっております。その上のほうに書いて

おります文章といたしましては、被控訴人が控訴人柊の郷に対し障害者グループホーム施設

の移転補償金（追加分）として2,500万円分を支出することの承認を、 城市議会に求める

ものであるという文章を入れられておりますので、その文章に沿った形で、前回、３月30日

臨時会を開かせていただきまして、その中で議会の議決をいただいた上で、今回の予算案を

提出させていただいているという手続を取っております。

以上でございます。

増田委員長 梨本委員。

梨本委員 人ごとですね。議会があとは決めてくれと、こういうことですね。そういうふうに裁判の

第17条決定が書いてあるから、それに基づいて議決しようが議決しまいがどちらでも結構で

すよと。私はこうやって議案を提出する以上は、何とか通してほしいという思いを持って提

案されているものと思って、こうやって審議を一生懸命していますけれども、そういう答弁

しかいただけないのであれば、私はこの費用に関しては支出できないというふうに判断いた

しますので、後ほど修正案を提出させていただきたいと思います。

増田委員長 もう一度確認を市長にしますけども、先ほど梨本委員がおっしゃられた、必要性がある

ので市長から議会に対してこの2,500万円の必要性をご承認いただきたいという、そういう

考えでご提出されているというふうに認識しているんですけれども、再度その件に関しまし

てご答弁をお願いします。

阿古市長。

阿古市長 第17条決定の文章を読ませていただきましたけども、意思といたしまして、今回の第17条

決定を受け入れるかどうかの、議会に判断を仰いだということは、総合的な判断としてこれ

を受け入れる可能性が非常に高いのではないかと、受け入れられてもいいのではないかとい

うのに基づいての判断をしております。と申しますのが、第17条決定の、その当時の項目は
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何になっておりましたですか。第１回の臨時会においては民事調停法第17条の規定による調

停に代わる決定について議決をいただいたわけでございますけれども、そのときの説明をさ

せていただいた内容を読ませていただいてよろしいですか。

増田委員長 はい。

阿古市長 今回、 城市がこの第17条決定を受け入れる理由としては、今回の民事調停法第17条決定

の中で違法な公金の支出によると記載をされ、この第17条の決定に従うということで住民監

査請求の勧告の１つが解決されることになると考えて判断しております。これまで示された

和解案のように、大阪高等裁判所で行われているほかの民事部での訴訟に関する事項がなく、

大阪高等裁判所第13民事部の訴訟2,500万円に関する部分だけを決定したものであり、管轄

内のみになっている点がこれまでのような和解案ではなく、市にとって正当な評価ができる

ものであると伺っております。仮に今回の決定を受けずに訴訟を続けることで、裁判を続け、

大阪高等裁判所の判決を受けることにした場合、最高裁判所まで継続する可能性や、大阪高

等裁判所で行われている2,500万円の関連訴訟で、現在、奈良地方裁判所で行われている、

柊の郷が 城市土地開発公社に対し起こした補償金支払請求事件の訴訟はこのまま継続して

続けられることも予想されることから、訴訟にかかる時間も費用も必要となることも想定さ

れます。一方で、この決定を受け入れることで、2,500万円が高等裁判所と奈良地方裁判所

で二重訴訟として請求されているもので、奈良地方裁判所の訴訟が取り下げられることにな

ると聞いております。

次に、第17条決定の文書の第３項の中で、移転補償金（追加分）という形で予算計上して

支出できる根拠としては、議決後にその2,500万円を支出すると記載されております。この

記載の考え方は、市としては違法な手続で支出したものではあるが、改めての措置として柊

の郷に対して移転補償金の追加分を支給することの承認を議会に求めるものとしており、住

民監査請求の勧告としては解決されることから、この決定に従ってもよいのではないかとい

う意見を弁護士からもいただいております。また、訴訟を担当する弁護士からは、加えて議

会の議決という正式な手続を経て、柊の郷に移転補償金（追加分）という形で支出する形が

取れるのであれば、この決定を受け入れることは妥当であると考えるという意見もいただい

ておるところでございます。今回の第17条決定の内容や現在の訴訟の状況などを、訴訟を担

当する弁護士と市で相談した結果、市としては第17条決定に異議の申立てをしないという判

断をいたしまして、３月30日に第17条決定に関する受諾の議案を提出させていただいたわけ

でございます。

委員ご指摘の問題、様々あります。ただ、行政としての判断は、手続上はやはり問題があ

ったという結論を持っております。ですので、当然、その手続上の問題のあったものについ

ての解決金はいただいた上で、移転補償として2,500万円が妥当だと判断されればその支出

をするという意味を込めまして、総合的な判断の中で今回の議案を提出させていただいたわ

けでございます。もうかなり年数もたっております。この議論というのは市民皆様方を巻き

込んでの大きな議論でございましたが、もうそろそろ 城市といたしまして前向きな議論を

していきたいなと考えております。いろんな問題を抱えながらも、その１つ１つを正しい形
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にできるようにという努力はずっとしてきたつもりでございますが、年数から考えますとそ

ろそろお互いが歩み寄る、１つのきっかけになるのではないかなという思いがございます。

よろしくご審議を賜りますようにお願いいたします。

以上でございます。

増田委員長 ちょっとニュアンスが違うのでもう一度ちょっと確認だけ私からさせていただきますけ

れども、調停による決定によって出しているというふうに聞こえたのでもう一度確認します

けれども、この2,500万円の支出に関して、市長のほうが必要性があると、支出するべきで

あるという判断の下に今回の予算計上を議案として提出されたというふうに私は理解をして

いるんですけれども、それで間違いございませんね。

阿古市長。

阿古市長 改めてまた更につけ加える形になると思いますが、前回３月30日の臨時会でも申し上げま

したように、これまで市民の皆様からいただいた意見や議員の皆様方からも様々な意見を頂

戴いたしました。その中で、議会全員協議会や委員会協議会の席で様々に説明もさせていた

だき、そしてご意見もいただいたところでございますが、その中で総合的な判断として第17

条決定に異議の申立てをしないという議案を提出させていただきまして、議員のご理解をい

ただいたところでございます。議員の皆様も同じと思うんですが、私は、この 城市は更に

活力あふれたまちづくりを進めていきたいとの考えで、今回のこの第17条決定に基づいて補

正予算案を提出させていただきました。この案につきましては、理事者としては最終的に議

会の議決をいただくというのが、もうこれはシステム上のことでございますので、理事者と

しては議案を提出する、それの判断を仰ぐのは当然でございますけども、当然、議案を提出

するということは、その意思があるということでございますので、ご理解のほどよろしくお

願いいたします。

以上でございます。

増田委員長 わかりました。

ほかに質疑はありませんか。

奥本委員。

奥本委員 よろしくお願いします。ちょっと梨本委員、それから委員長のお話しにも触れますので、

それをちょっと踏まえた上で重複するところもあるかもわかりませんけども、ぜひともお答

えいただきたいと。

まず、これは予算特別委員会なので、私たち委員の役割ではこの予算を審査するというの

がまず大前提なんです。今、梨本委員、谷原委員から過去のいろいろ細かいことをちょっと

お話がございまして、それも必要だと思うんですけれども、それよりも根本的に私、この委

員会で判断するに至る材料についてまだ不足していると思いますので、それについて２点あ

ります。２点をお伺いしますので、お答えいただきたいと思います。

まず１点目、その前に私の立ち位置をちょっとご説明しておきますけれども、私、当初よ

り、この道の駅に関するところは、道の駅かつらぎに関する調査特別委員会に入っていませ

んでしたし、一定の距離は置かせてもらっていたんです、あえて。いろんな意見を拝聴する
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中で、いろんな方がおいでになって答弁されました。ただ、それはつじつま合わないこと、

宣誓もされているのにつじつまが合わないこともいっぱいありました。でも、それをどう判

断するか、我々は捜査権も何もありませんので、ジャッジ、正確なところができないんです

よね。だから、そこのところは、そういうこともあって私はちょっと、どっちがどっちか分

からんという立場で話は聞かせていただいていました。

そういうこともあって、これ私、議員になって一番最初の年の一般質問です。当初、平成

30年６月議会で言おうとしたら時間切れになって言えなかったんですけど、それを最終的に

９月議会で、道の駅の、しあわせの森のところの質問に関して言った中で最後にお願いした

んですけども、こう言いました。 城市も、17年前の合併時には困難な作業を通して将来の

夢を見た市民の皆さん、行政職員さん、議員がほとんどだったと思います。それが今はどう

でしょう。行政職員の皆さん、そして議員の我々、今、この 城市の現状は子どもたちや当

時の市の将来を夢見た人たちに胸を張れる姿でしょうか。ここでちょっと私、引き合いに出

したある行政の名前が入るんですけども、その市のように、自分の思いを行政の施策に託し

て、思いを寄せる子どもが、この 城市には果たして何人いるんでしょうか。そのような政

治が実現できていますか。いつまでも特定の問題にかまけていては取り返しがつかなくなり

ます。そういうことは、そろそろ終わりにして未来を語りませんか。職員さんが自分の仕事

に誇りとやりがいを持って、市民に寄り添える存在になれる市になってほしいと私は思って

おります、こういうふうに申し上げました。ですから、いつまでもこういう過去のことをあ

あでもない、こうでもないと。さっきも言ったように我々、捜査権がないので詳しい本当の

ところは分からないんです。そこをこうやったところで市にとってプラスのお金が入ってく

るわけでもないし、だからそんなのよりもどう活用していくかをやってみませんかというこ

とを当初から言っていました。それが最初の私のスタンス。今もそれは変わっておりません。

それを踏まえて今回の予算特別委員会でこういう議決に対して出てまいりましたので、２つ

お聞きしたいんです。

まず１つ目、今回の第17条決定の中の、これは、第17条決定というのは、私も調べました

ら、判決に近い効力があるということで、最初の説明でもそんなことをおっしゃっていたの

かな。ということは、この第17条決定に基づいた審議を我々はしないといけない、今。それ

ができているかというところをまず言います。その中で１つ気になるところ、この資料の３

ページ、項目３のところです。先ほど市長がこの決定に至ったところの説明をいただいた、

読み上げられたその１つ上なんです。３ページ一番上です。そうした点を総合的に判断し、

控訴人山下及び控訴人生野が上記のとおりの「けじめ」をつけた上での改めての措置として

と書かれている。この「けじめ」というのは、主文１の被控訴人に謝罪するを指すというふ

うになっているわけなんです。ここで聞きたいのは、この控訴人からの謝罪はあったんです

か。あったのであれば、いつどこで、どのような形で行われたか。その報告がないと、これ、

審査できない。これがあって初めて、我々審査に入れるわけなんです。その前提の説明が今、

全然もらえていないというのは、もしかしたら総務建設常任委員会のほうで説明されたのか

もわかりません。ちょっと私、そうであれば聞いていないんですけど、まずそこを教えてく
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ださい。それを我々、知らないと、それがあって初めてこの審査ができるんです。そこに入

る審査の前提のところの説明がないので、それをまず知りたい。これが１つ目。

２点目。これが今さっき言った梨本委員と増田委員長の関連するところでございます。こ

れまで市はいろいろ係争に当たって、かつての副市長もいろんな答弁、委員会であったり本

会議でもいろいろされていました。基本的に市としては訴訟に勝つという表現も何回か使わ

れております。議事録に残っております。そういう形で、やっぱりこの裁判に対して勝つん

やという姿勢で来られたんです。ところが、１審には勝ちました、確かに。奈良地方裁判所

１審勝っているけども、今こういう形で和解案をのむと。当初おっしゃっていたこととやっ

ぱり違う形になっているんです。前回の３月もそうですし、今も市長からその判断に至った

ご説明はいただきました。でも、私、それで腑に落ちないんです。納得できないんです。判

断に至ったのは分かります。裁判所のこういう和解案というのもある程度の強制力があるの

も分かります。システム上のことでこれに従わんとあかんというのも、それも分かります。

でも、でもですよ、これだけ長い間、時間かけて、費用と職員の労力を投入しているわけで

す。それについてやはり長としての責任があるんじゃないかと私は思うんです。それに対し

ての、責任に対しての説明と、それらを踏まえた上で議会に対してこれを通していただきた

い、認めていただきたいというところのお願いのところがないかなと。前市長と元副市長に

対して違法な公金支出、それを争点にされていました。そしたら今、これまで５年もかけて

やってきたことに対して、それが実を結ばんかったら、その責任は誰が取るんですか。そこ

は認めてもらわんと駄目やと思う。そうせんと、この委員会も、ほかの方は分かりませんけ

ども、私はそこのところがまず一番必要かなと思うんです。だから、そこの本当に市長の思

いとして、これまでやってきたこと、これは最終的にトップが、首長が旗振ったから皆さん

ついていかれたんです。いろんな方巻き込んで、議会も当然、それに巻き込まれました。巻

き込まれたという表現をあえてします。それによっていろんな無駄な対立も、時間も費やし

ました。でも、本来それがなかったら、もっとその時間、お金を有効活用できたと思うんで

す。やはり少なくともそれに対してのある程度の責任感というのは、こうやったという自分

なりの採点というか評価をしていただいた上で、議会に対して過去はこうやったけども、今

回どうしてもこれをやって、 城市の将来のために前向いて進んでいきたいので認めてほし

いと、そういうお願いをしていただきたいんです。いただきたかったというのはまだ分かり

ませんけども。そうしないと、この委員会で私も判断できないんですよ。というか、それが

ないと、判断したいんです。当然要るのは分かっているけども。だから、ただそこのところ

が引っかかるんです、２点。そこの説明をちょっとお願いできますか。

増田委員長 高垣部長。

高垣企画部長 企画部の高垣です。よろしくお願いします。

ただいまの奥本委員のご質問、第17条決定の３ページの上の部分、控訴人（前市長）及び

控訴人（元副市長）の、上記のとおりの「けじめ」をつけた上での改めての措置が謝罪に係

っておる部分かどうなのかということについてご説明をさせて……。

奥本委員 違います。
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高垣企画部長 違いますか。謝罪の……。

奥本委員 それが具体的にいつどこでどのようにされたか。

高垣企画部長 されたかということですね、分かりました。それについて説明させていただきます。

まず、今回の第17条決定が、お手元にある資料にありますように、４月２日付でいずれか

らも異議が出なかったことで、この決定が確定しておることになっておるということが、和

解と同じ効力が発生しておるという状況になっておるのは先ほども説明いたしております。

そのような中で、控訴人の２人、前市長と元副市長が謝罪するということに合意しているこ

とになると。ここに文章、謝罪するとなっておりますのが、謝罪することに合意したという

ことになると、担当する弁護士より聞いております。実際に控訴人らが議会等の公式の場、

例えばなんですけど、において謝罪を行うことをこの文書が意味しているのではなく、今回

の第17条決定が４月２日付でいずれからも異議が出なかったことによりこの決定が確定した

ことによって、この書面が控訴人の２人が謝罪を行ったことになると、これは法律上そうな

ると弁護士より聞いております。そのような形で、謝ったことになるということでご理解い

ただきたいと思います。

以上です。

増田委員長 １点目はそういうことですね。２点目。

阿古市長。

阿古市長 先ほど答えた内容がそのままなんですけども、もう一度申し上げるほうがよろしいんでし

ょうか。これ、当初、住民監査請求を起こされた中での監査委員からの報告に基づいての訴

訟を手続上させていただいております。非常に時間をかけながら丁寧にさせていただいたと

いう思いがございます。その当時の議員の皆様方も、多分意見としては２つ大きく違う意見

であったのかなと。その中で時間をかけながら、事実確認もしながら進ませていただけたと

いう思いがございます。ですので、今回の判決の文書の中にも出てくるのは、やはり手続と

しては違法であるという内容の文章が入っておりますので、行政の判断として、その当時の

手続上の間違いはなかったのかなと、訴訟に対する手続上の間違いはなかったのかなという

思いでございます。

それで今回、地方裁判所の場合はその部分で終わっていたわけなんですけども、今回の高

等裁判所のこの第17条決定には更に踏み込んだ内容になっておるように理解しております。

手続上はやはり違法であったと。ただ、新たにそれが違法でないやり方で、これは追加補償

という名称になっておりますが、2,500万円を支出できる手続が取れるのであれば、そうい

う形もという内容でございますので、ですので、その当時の、やはり行政としては皆さん方

の意見を頂戴しながら、法律の判断上は間違いない訴訟の手続であったという理解をしてお

ります。今回の高等裁判所のこの第17条決定の内容についても、手続としては間違っていま

したよということが明記されていますので、お金は返しなさいという表現をいただいており

ますので、間違いはないのかなと思っております。

以上でございます。

増田委員長 奥本委員。
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奥本委員 まず最初のところで、これを読む限り、私は謝ってもらったもんやと、それを踏まえてこ

れに提案されているんやと思っていたんですけども、いや、話聞くと全然違いますよね。も

しこれで何の謝罪もなかって、もうこのままいくんですか。それはちょっとおかしいのと違

いますか。やはりここのところの解釈、ちょっとそういう説明も全然なかったしね。それが

あって初めて議会でこれ、審議できるんやと思う。予算特別委員会でこれ、審査できる話や

と私は思うんですよ。だから、それであればまだ審議に入るまでのところの準備がまだ不十

分なような気がします。

それから、市長のご意見、やっぱりずれてます。どうも我々の意識と感覚が全く違います

ね。市民の方とも多分違うと思いますよ。一部、市長を応援されている方はそれでいいんか

もしれませんけど、そうじゃないんですよ。行政の判断は間違いがなかった、そう言うので

あればそれでいいんです。ただ、何回も言うように、ここまで時間と費用、職員の労力、議

会での審議時間かけてやってます。その結果がこういう形になりました。少なくともそれに

対しての、ここまで旗振って突き進んだ首長としての責任に対してどうお考えか、そこの意

見を聞きたかったんですけども、もうこれ何ぼ言っても駄目ですよね。だから、この２つな

いと私、この判断に入れないです、いい悪いも含めて。だから、そういう意味ではちょっと

この議案提出されていますけれども、その準備が不足しているんかなという気はします。も

うこれで結構です。

増田委員長 溝尾副市長。

溝尾副市長 上記のとおりの「けじめ」をつけた上でのところですけれども、文書として裁判所、法

令的な文書としては、けじめをつけてから提案しなさいというわけではないと、それはもう

確認させていただきました。日本語的に違うんじゃないのという感覚も分かるのは分かるん

ですけれども、ただ、裁判所の文章的には、つけてからやりなさいという意味ではないとい

うのは法令的な判断のようですので、そこについてはけじめをつけてもらってからの提案と

いうわけではないというふうな確認をさせていただいております。

（発言する者あり）

増田委員長 いや、まあこの文章の確認を副市長はしていただいたということですよね。

谷原委員。

谷原委員 私もちょっと今の議論でびっくりしたんですけども、２ページの主文のところの１にこう

あるわけですよね。上から５行目ですか。その間の事情等につき 城市議会に報告し明示的

な承認を得る手続を取ることなく既存の予算の一部を流用して支出したものであり違法な公

金支出であるとの指摘を受けたことについては、これを受け入れ、被控訴人に謝罪するとあ

るんですよ。それを捉えて次のページの、上記のとおりの「けじめ」をつけた上での改めて

の措置としての2,500万円。素直に読むと、この３だけじゃないんです。１がちゃんとあっ

て、謝罪すると。その上記の「けじめ」とあるわけですから、これもう法的な文章としてど

うのこうの言われても、そらそうなんかと。でも、我々議員として、市民の方もこれを素直

に読んで、ちょっとそうは受け取れない。謝罪しなくてもいいんですと。謝罪すると書いて

あったけど、これはお互いに和解入れたらしなくていいんですと。法的にそうですと。じゃ



－25－

あもっとそこは説明していただかないと、これは大きな判断材料だったと思うんですよ、こ

こも、確かなところで。気持ちの問題って大きいですから、お金の問題だけでなく、本当に

当時の市長、副市長が実際違法だというふうに、この和解の決定出てて、違法だということ

について当時の方々がどういう思いだったかということも含めて謝罪を受け入れるというこ

とがあれば納得する部分は結構あったと思うんですけども、ちょっとこれは改めて謝罪する

と書いてあるんですけど、これはなしなんでしょうか。もう一回、これも法的になしなんで

しょうか。

増田委員長 溝尾副市長。

溝尾副市長 これを作ったのは裁判所ですので、解釈は裁判所にあるものだと思っております。気持

ちのところは私もよく理解できるところがあります。ただ、裁判所、法令的な文章として、

謝罪してからというわけではないと。ですので、謝罪を先にせえと我々が命令するわけにも

いかないですし、それからじゃないと提案できないというわけでもないということもご理解

いただきたいとは思います。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 謝罪はすることにはなっているんですか。これだけちょっとお聞きします。今じゃなくて

も後でも別に構わないけど、することにはなっているんですか。ちょっとこのことだけ。

増田委員長 溝尾副市長。

溝尾副市長 私の理解としては、この文章自体がまずは謝罪になっているというふうに理解というか

説明を受けていますが、その上で実際の場で謝罪をするかどうかというのは別、ご本人たち

のご判断でされる場合もあるでしょうし、されない場合もあるかとは思いますが、されない

からといってしろというような命令権もないこともちょっとご理解はいただきたいと思いま

す。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

柴田委員。

柴田委員 ちょっと確認させていただきたいんですけれども、この補正予算を私たちが承認しても承

認しなくてもこの裁判は終わるということですよね。この高等裁判所に関しては終わるとい

うことですよね。

それと、2,500万円の歳入と歳出なんですけど、これは書面上だけということですよね。

お金が実際に動くということではないですよね。その辺りを。

増田委員長 溝尾副市長。

溝尾副市長 高等裁判所の市と公社のだけでいいますと、終わります。ただ一方で、公社と社会福祉

法人との関係での関連訴訟は行っておりますので、この2,500万円が支払われない場合は公

社のほうが継続されることになりますので、実質的には継続みたいな感じになると思います。

実際にお金の流れですけれども、書面上だけといったら書面上だけになります。2,500万

円が実際に動いて返ってくるというわけではなくて、相殺という形にしようとは思っており

ます。

増田委員長 柴田委員。
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柴田委員 分かりました。私としては、先ほど奥本委員がおっしゃったように、市長の長としての責

任ということもありますけれども、やはりもともとのこれが起こった原因である山下前市長

と生野元副市長には、やはり責任を取っていただきたいという気持ちが私の中にはあります。

ということで、お金が書面上だけで動くということに対しても、私はちょっと、すごく違和

感もありますし、ちゃんとした形のある責任を取ってほしいなというふうに私自身は思って

おりますので、また意見だけでお願いします。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

西川委員。

西川委員 今日あまりしゃべらんとこうかなと思ってましてんけど、何か前、議決、第17条のやつで、

みんなで議決をして、こういうところになって、予算特別委員会でまた何かこう蒸し返して

というところにすごく僕は違和感を感じてます、正直なところ言うたらね。2,500万円、そ

したらこれ、予算認めんかったら、前のときにはっきり言って、この2,500万円を支払うと

いうことで議決をしたわけですよ、これ。はっきり言うて。いや、被控訴人は、前項の 城

市議会の承認が得られた場合は、控訴人柊の郷に対し、移転補償金として2,500万円を支払

うってなってますやんか。これが得られなかったら、ほんだらこれ、どうなるんですかとい

うことなんですよ。それやったら判決でいったらいい。そのときに反対しといたらよろしい

ねん。判決ですやん、こんなのは言ったらもう。和解をしようと思ってのこの第17条の話や

のに。それ、納得できると思いますか、そんなんで。

（発言する者あり）

西川委員 もう討議しやん……。しゃべらんとこう思ってましてんけどね。あまりにも何か、言って

る裏腹なことが出てきてるのが、僕はちょっと何か違和感を感じてるということなんですわ。

和解して、これから 城市、未来に向かって進めていこうよという話で、前もお話しさせて

もらいましたし、これが結局そうやって、この2,500万円、予算での話やから、支出せえへ

ん、するせえへん。僕としたら、これはもう和解やからこの2,500万円でここの移転補償金

というのがありますけど、これは、名目は分かりませんよ、そこを突っ込んだらいろいろ出

てくると思いますわ。分かりませんもん、こんなん。せやけど、これが和解の文書として

城市、ここの第17条決定で書かれている。それで、ここでまた蒸し返して、どういうふうに

前へ進めていこうとするんですか。分からへんですわ。

増田委員長 質疑内容を整理していただけますか。

西川委員 質疑、ごめんなさい。ちょっと盛り上がって、質疑はちょっとごめんなさい、意見だけで

す。

増田委員長 先ほど、委員から予算修正案の動議を提出する旨のお話がございました。委員会におけ

る修正動議につきましては、修正案の添付があれば委員１人の提出で成立することになりま

す。修正動議が委員長宛てに提出された場合につきましては、一般会計補正予算についての

全ての質疑が終了した後に、本修正案を議題とし、本修正案について委員会として審査させ

ていただくことになりますので、ご承知おきを願います。

ほかに質疑はありませんか。
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松林委員。

松林委員 ここで2,500万円の予算支出に反対するという、こういうことであれば、これ、そもそも

論の話になるんですけども、民事調停法第17条、この和解案に対して、出たときに受け入れ

ますか、受け入れませんかというときに、議会に承認を求められたときに、反対、否決をす

べきであったと、このように思います。そのまま訴訟を続けて2,500万円を取るというので

あれば、訴訟を続けるべきであったのかなと……。

増田委員長 質疑ですよ。

（「議員間討議じゃない」の声あり）

松林委員 私はそういうふうに思うわけでありまして、これ、やっぱり早期解決、紛糾回避というこ

とであれば、やはりこの和解案をすんなりのんで円満解決するという方向が私は一番、市民

にとってもいいのではないかと私には思います。

増田委員長 今、質疑です。討論じゃないので。

松林委員 意見だけ。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

杉本副委員長。

杉本副委員長 僕もあまり今日はあれかと思ってたんですが、立場は一応、僕は最初から、もうこの

裁判、やめときましょうと言ってた立場なので、皆さんの気持ちは分かります。皆さんの気

持ちは分かるんですけれども、やっぱり流れとしては最終、最後で僕は判断させていただき

たいと思っておりますので、それだけちょっと今日は言いたいと思います。もう皆さんの気

持ち、分かりました。僕、最初はもうこの裁判やめといてくれと言って始めて、奥本委員お

っしゃるみたいに勝ちますから行きますと。なら行ってくださいと言われて、梨本委員おっ

しゃったみたいに、あれよあれよと今に至ると。僕、その間もあまりしゃべってなかったで

すけど、もう最終、最後に、もうそれは誰がどうとかというのは最終、最後でいいと思って

るので、そのときに僕は発言させてもらいたいと思います。

質疑といたしましては、ちょっと子育ての支援金のほう、ちょっと今、余裕かましてはる

から部長に聞きたいんですけども、１つちょっと言い漏れてると思うんですけど、これ今、

臨時会じゃないですか。ほんで６月15日からまた議会始まるでしょう。ほんで今、お聞きし

たら、細かいことは前と同じような感じなんですぐらいの答弁じゃないですか。でも、これ

今、ここの臨時会で先もってやればどれだけ早くなって、６月中に給付できますみたいな、

頑張りますとかじゃなくて、これ６月定例会でよかったんじゃないのじゃなくて、もっと早

くやるためにはここで、臨時会でやらせてもらいますという説明がちょっと足らんと思うの

で、これはもう、それだけちゃんと説明してください。本当はこの臨時会、ないかもわから

んわけじゃないですか、基本的には。ちょっとそこだけ、ちょっと裁判のことで盛り上がっ

てるんですけど、ちょっと一回、ずっと気になってたので、答弁お願いします。

増田委員長 井上部長。

井上こども未来創造部長 こども未来創造部の井上でございます。説明をさせていただきます。

先ほどの説明の中でちょっとさらっと言い過ぎてしまいまして、申し訳ございません。今
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回、支給に向けての、先ほど申しましたのは、支給に向けての速やかな事務手続の実施と、

及び議会議決の観点から今臨時会に上げさせていただいたということでございまして、もち

ろん速やかな実施でございますので、機械処理等も含め、また今回の分につきましても相手

が要らないんですという意思表示の期間もございます。全てをひっくるめて前もって着々と

準備をしておくというところ、ございましたので。もう一つ、そして議会議決というところ

を、12市の中では専決という部分でなされるというところも半数ほどお伺いしている中で、

そういったところも含めてしっかり早めにやれればというところで予算を計上させていただ

いているというところでございます。

増田委員長 杉本副委員長。

杉本副委員長 ありがとうございます。ちょっとそれは専決をされるところもあると。ほんで、でも

うちは早めにやっていくと。それも踏まえて早くできるようにやっていただきたいと思いま

す。

最後に、裁判の件に関しては、僕が議員になってからずっとこの問題が上がっていまして、

皆さんおっしゃることも僕は重々分かりますし、先ほども申し上げましたけれども、僕はも

うこれ、最初からやらんときましょうと言ってたんですけども、今進んでいって、皆さんの

気持ちは分からんでもないんですけども、やっぱり長きにわたって、僕が議員になったとき

からずっとやってて、先ほど西川委員がおっしゃったみたいに、前向いていくためには、僕

はもういち早く全て終わらせて、一番最後に僕はちょっと物しゃべりたいと思います。だか

ら、全ての裁判も長きにわたってやってますけども、言いたいこといっぱいありますよ、僕。

だいぶ我慢してますけども、取りあえず最後の最後までやって、 城市、今、大きく道の駅

ってすごく、よそ行ってもあそこの土地、いいところに建ってるなとおっしゃって、前向い

て行ってる話なので、できるだけご協力して、全て終わって、その全て終わった後に皆さん

で、誰の責任とかそんな話になるかどうか分からないですけども、これは本当に勝ちなのか

負けなのかもさっぱり分からないです、僕、今。でも、理事者がおっしゃったのは、勝ちに

行くとおっしゃったんですよ。だから僕はやりましょう、行きましょうとなったのに、今こ

れ、勝ちなのか負けなのかさっぱり分からないです。お金なのか名誉なのか何なのかさっぱ

り分からん状態になってるので、先ほども言いましたけども、最後に僕はしゃべらせていた

だきたいと思います。

以上です。

増田委員長 ここで暫時休憩をいたします。

休 憩 午後０時１４分

再 開 午後１時３０分

増田委員長 会議を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

川村議長。

川村議長 午前中に今回、予算特別委員会、いろいろな委員の皆様からご意見、拝聴させていただき

ました。議会としましてちょっと私も気になる部分がございましたので、ちょっとその辺り
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も助言という形で、そしてまた再確認という形で理事者のほうに意見を求めていきたいなと

思っている点がございます。２つございます。

まず１点ですが、先ほど、議会に対して、もちろんどこに対してというか、和解のいろい

ろな文面の中に、これまでご提案いただいた中に、今回の事務手続の不備につきましては、

まず議会を通さなかったこと、今回の2,500万円という金額を、議会の議決を経ないで、何

らかの操作によって、その当時の市長、副市長が手続を怠ったと。ここの点について議会に

改めて議決を求める事案であるということはもちろん理解をしておりますが、その中で、謝

罪、一定のけじめをつけるというフレーズが出てまいりました。やはり議会は当然、手続を

踏まなかったことに対して謝罪を求めるという思いというのは非常に強くございます。第17

条決定の中で今回受けることによって、それはどんな手続であれ、この内容についてそうい

った形に勝手になってしまうというような、さっき答弁がございましたけれども、やはり議

会としましては、今回の当事者の方、理事者の人にはやっぱり謝罪を求めたいというふうに

私は思っております。これはまだその手続がなされているのか、なされていないのかという

ところも不明確ですので、我々議会としましても、まずそこにつきまして理事者のほうに、

将来的に謝罪の機会を求めたいというふうに思います。そこについて、それが可能なのか。

それが実現できるのかということはまた別としても、そういった申入れができるのかどうか

というところら辺をちょっとご答弁いただきまして、将来的にはその方向で行っていただき

たいなというふうに思っております。

それから２点目でございますが、先ほど来、市長がいろいろと今回の上程に関して市長の

思い、それから市長がこの大きな決断に至った理由を述べられました。議員の中には、この

委員会の委員の皆様には、その辺は理解されるに当たって非常に温度差があったように思い

ます。議会も今回のこの第17条決定に至る思いというのは、市民の皆様の血税をこれ以上裁

判にかけていく、そういったことが本当に必要なのかどうかということは、我々も財政上心

配をさせていただきました。当然、この裁判の行方というのはほとんど知らない。和解勧告

なんかの条文が出てきて初めて、裁判所が示されるような和解勧告または第17条決定の内容

を見て、そこについて理事者のほうに質疑をして分かった部分というのはあるんですが、梨

本委員が先ほどおっしゃったみたいに、ほとんど分からない中で、理事者のほうは非常にた

くさんの情報の中で決断をされた。このかかった年数というものは５年かかっているわけで

す。ですので、議会としましては、これを議会が決断していくということは、これは手続上

そうかもしれませんが、やはりこの経緯に至った大きな要因というのは理事者のほうが持っ

ておられると思いますので、我々も非常にこの件に関しては市民の皆様とのはざまでどうす

べきかなということを散々考えてまいりましたので、改めて理事者のほうからこの決断に至

った思いというものを、少し、感情論ではないんですが、議会としては市長の選択がどれほ

ど大きなものであったかということを確かめたいというふうな思いであったように思います

ので、この辺りの、先ほどの１番目の質問と今のこの問題につきまして、理事者のほうの考

え方というのを再度確認をさせていただきたいというふうに思います。よろしくお願いいた

します。
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増田委員長 溝尾副市長。

溝尾副市長 １点目、私のほうからお答えさせていただきます。

この文書に書いているのは、先ほど申し上げたとおりではあるんですけれども、謝罪の申

入れについては検討していきたいとは思っております。

以上です。

増田委員長 阿古市長。

阿古市長 ありがとうございます。もうこの議論はここ数か月させていただいております。その中で、

市民の皆様方からも、議員の皆様方からもいろんなご意見をいただき、いろいろと考えさせ

ていただきました。その中で、第13民事部、高等裁判所からの和解案、それとはまた違う形

での第17条決定案という形で検討を重ねてきました。その中で、この５年の月日の長さの中

でいろんなことが、状況も変わってきたこともありますし、いろんな判断を迫られる部分が

個々にあったと思います。その中で今回、この高等裁判所の第17条決定を受けさせていただ

けたということは深く議員皆様方のご理解をいただけたものやと思っております。その部分

におきまして、私も苦渋の決断をさせていただいて、本議案を上程させていただきました。

どうぞご理解のほどよろしくお願いを申し上げます。

以上でございます。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

谷原委員。

谷原委員 最後のところに関わっての質問になると思うんですけれど、今、市長が答弁されたことに

関わることになると思うんですが、まず最初に確認ですけど、午前中の議論の中で、私は本

補正予算として2,500万円の支出が追加の移転補償名目であったために、このことについて

朝、細かく聞きました。これが裁判で係争された、先ほどあったように法令改善に伴う、１

棟から２棟になることについての改善に関わることなのかということを聞いたら、これは違

うと。それは第17条決定の中にもあるように違法だという認識を市としては持っているのか

どうかというのをちょっと確かめたいんです。つまり、この第17条決定について、先ほどあ

ったように、これは第17条決定の和解の文言をそのままこの補正予算の説明として、この文

言を使っているというふうに私は受け取ったんです。それでいいのかどうか。つまり、契約

上も、過去の流れから言うと、契約上も 城市との契約で変更契約のない契約を基に追加移

転補償金が加えられたこと、そしてその追加移転補償金も、実は土地開発公社の中ではしっ

かりと見込まれた、算定されている、法令改善も算定された費用で払われていたこと、その

ことについては奈良地方裁判所も全部事実として認定しているし、 城市も主張してきたこ

とだと思うんです。だから、その内容における追加の移転補償金ではないですねと。つまり、

僕が答弁で聞いたのは、第17条決定の中の文言がそうなっているから、その文言として最終

的に和解に向かうための文言としてこうあるだけだという理解でいいですね。

というのは、我々は裁判所が違法だとされたこととか、住民監査請求とか、あるいは監査

委員の監査勧告とか、そういう中身に基づいて進んできているわけです。それを全部覆すん

ですかということですよ。なぜこれ、違法であるとして2,500万円の返金をしなさいという
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ふうになったのかというその根拠が、決定では、実は議会での明示的な説明とか承認がなか

った、流用とかそういうことも含めて書いてあるから、でも、ここは非常に大事だと僕は思

ってるんです。なぜかというと、この発端は住民監査請求から始まりました。住民から始ま

ったんですよ。住民の前は何かいうたら、不正な事務手続があったと、そういう認識をして

監査請求を起こし、監査委員の方も監査の結果それを認めて裁判になり、 城市はその立場

で主張してきたわけでしょう。ところが、その同じ文言でここに歳出として、説明として追

加の移転補償と出てきているから、これは裁判所も、奈良地方裁判所の判決でもそうじゃな

いよと、それは間違いですよ、違法ですよと言ったことと同じ文言があるから、私、朝何度

も聞いたんです。その答えとして、いやこれは第17条決定の文言として出していると。だか

ら、これまでの契約とか法令改善とかそういうものじゃないんですというご答弁だったと思

うんです、朝ね。それでいいですねと。つまり、今、 城市がこの2,500万円の歳出を提案

するに当たって、これは、追加の移転補償というのはいわゆる法令改善のために１棟から２

棟にするということについての追加の移転補償ではないですねと。あるいは産業廃棄物につ

いての追加の移転補償じゃないですね。そういう認識を 城市は持って提案されていますね

ということをお聞きしたいんです。でないと、これが同じだとしたら、裁判所が違法だと言

ったことを何で議会が追認できるんですか。だから僕は朝、そこを繰り返し聞いたわけです。

そんなことをやってしまったら、全く議会は多数で違法なことも決めちゃうということにな

って具合が悪いから聞いてるんですね。ここちょっとお聞きしたい。だから第17条決定とい

う決定が議会で議決されて、第17条決定の中にこの文言があると。この文言どおり使ったん

ですということですかと。ここもう一回聞きたいんです。今の 城市はどう考えているかで

すよ、この追加の移転補償金について、この名目について。これが和解決定であるからこの

文言を使ってやるんですと。一種解決金というのが、相手方からは解決金になってるから解

決金なんだけども、相手との、相手というか高等裁判所の判断としてこういう名称で使って

いるというだけなのか、そこを明らかにしてもらわないと、ちょっと判断ができないんです

よね。ちょっとそこをもう一回お聞きしたいと思います。

その上で最後市長に、これ、住民監査請求として住民の方がこれをやられたんですよ。議

会がやったわけでもないし、監査委員の中から出てきたわけでもないんです。これはご存じ

のとおり、道の駅かつらぎ建設事業については建設において様々な不正があるとか、あるい

は事業費が膨らむということについて市民から大きな批判があって大問題になりました。そ

のことがきっかけで、当時の市長から阿古市長が選ばれて、今日来たわけです。阿古市長は、

私は非常に今でも立派によくやっておられると思いますけれども、行政の透明化を図るとい

うことで情報開示請求についてはできるだけ開示していくと。行政の都合が悪いことがあっ

ても開示していく。これは今でもちゃんと方針守っておられるので立派だと思うんですが、

それに基づいて、結局我が党の白石栄一元議員などが、その開示請求の中で、いろいろ出て

きたわけです、この2,500万円についても。そこで改めて住民監査請求を行って、当時の監

査委員の方もそれを受けて、それで市長に勧告を出して今日の裁判まで来ていると。勝訴す

るためにというのは市の都合じゃないですよ。やっぱり住民監査請求の事実認定、監査委員
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の勧告、そういうことに基づいて市政検討委員会においてもそういう判断でしたから。それ

に基づいて今日来たわけですから、これがこの追加の移転補償という名前になって、2,500

万円と同じ金額になってるから。だから、これで認めるということになるとすれば、そこは

市長として、総合的な判断としてこれでいくということなので、やっぱり住民監査請求を起

こされた方々に対してどういうふうに思っておられるのか、この市政運営において。やっぱ

りここは、苦渋の決断というところがありましたけれども、私は今後の、将来の 城市政が

公正であるためにも、市長がどういうお考えかということを私はちょっとお聞きしておきた

いと思います。ちょっと２点ほど。

増田委員長 この文書、この文書というのは裁判所から出たこの文書の中に記載されている違法とい

う言葉は何を指すのかという質問かなというふうに思うんです。先ほど副市長のほうから、

議会の議決を経てないということの違法性についてのご指摘かなというふうに思うんですけ

ども、その辺のことを問うておられるのかなと思うんですけれども。

もう一度。

谷原委員 そういうふうに書いてあるんです、今、委員長おっしゃったように。そういうふうに書い

ているから、議会で議決しなかったから再度ここの議会でそれを認めてあげましょうという

ふうになるんだったら、追加の移転補償金というのは、先ほど来から言っているような形で、

つまり、１棟が２棟のものになるという、これは法令改善があったからそうなるということ

のために追加移転補償金が発生したということを、議会がもう一回それを認めて議決しまし

ょうということなのかなと。そうすると、先ほど来から言っているように、奈良地方裁判所

の判決文を私、見ましたけれど、事実認定として当時の土地開発公社はちゃんとそれを見込

んだ上で１億4,168万円の補償金額を算定していると。つまり裁判所が事実認定しているわ

けです。それをもってこの2,500万円は違法ですという判決が出てるものだから、その判決

が出て、私、読んだものだから、これが改めて2,500万円追加移転補償を議会が追認すると

いうことは、およそ司法がそういう判断、高等裁判所はまだ判断出てませんからね。高等裁

判所の判断は出てないから、今出てる判断は奈良地方裁判所だけだから、そういう、違法だ

と裁判所が言ったものを我々がここで議決することはできないんじゃないかと思うから、朝

から詳しく聞いてたんです。そしたら、どうもこれはそうではないというふうに聞こえたか

ら。要は第17条決定と前文についていますから、第17条決定の文言としてこうだというふう

なことなんだろうなと。だから、それで議会で認めてくれというのだったら筋は分かるんで

す。だからそこをちょっとどうなのかということを聞こうとしているんです。

増田委員長 微妙に、先ほど副市長がおっしゃられた言葉をもう一度言うと、裁判所は違法でしょう

と。議会の議決を経てないことに対して問題でしょうと言って、この中身に関してはなぜ追

加補償が発生したかということに関しては言及していないということですよね。となれば、

ここの議会の中で、何で2,500万円という理由、根拠が必要ですよねということを谷原委員

は今、お問いになっているのかなと思うんです。そういうことですよね。それなしでいかん

よね。

谷原委員 その根拠が第17条決定にあるからということね。第17条決定にあるからこうなんだと。



－33－

増田委員長 それは当然、裁判所の立場として違法ですよと言っておられるねんけども、議会はまた

違う観点からこの支出の根拠というのをきちっとしときたいというご意見ですよね。

谷原委員 まあそうです。

増田委員長 もう一度、高垣部長、支出根拠ですよね。やっぱり支出に当たっては支出根拠が要る。

法令改善という言葉と産業廃棄物の追加補償という言葉と２つ並んでるけども、どっちでも

ないというような根拠でこの2,500万円の追加補償というのはおかしいよねと。どちらなん

ですか。交渉ごとの中でのそういう根拠は破棄されてない、もしくは資料がないということ

なので、ご答弁はなかなか難しいと思うんですけれども、予算特別委員会として根拠のない

支出ということに対して判断しかねるねという委員からのお問合せですので、それに関係す

るご答弁をいただけたらありがたい。

溝尾副市長。

溝尾副市長 午前中にも少しお話しさせていただいたことになるかと思いますけれども、高等裁判所

の判決に近い、ほぼほぼ書証が、いろいろな証拠が出ている時点で、高等裁判所の判断では

ないと言いましたけど、判断の１つがこの第17条の決定だと思っております。高等裁判所は

法をつかさどるところですので、この第17条決定の2,500万円の支出というのが違法という

のはあり得ないと思っております、それは法が判断したところが出した文書なので。なので、

この歳出が違法かどうかというと、そもそも違法ではないという前提でお話しさせていただ

いています。

法令改善かどうなのか、我々が色をつけることはできないと思うんです、今の時点で。な

ぜならば、第17条決定上、そこまで書かれていないので。第17条決定の異議の申立てをしな

いということになりまして、第17条決定の内容の予算を出させてもらわないといけないと思

うんです。むしろそれじゃないと決定違反になると思いますので。ですので、我々としては

移転補償金（追加分）としか言えないというふうに判断しております。

以上です。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 午前中の答弁と同じで、私もそうだろうと思うんです。だから、追加移転補償金が、土地

開発公社が算定した、それで奈良地方裁判所が違法だとされたものとは違うという認識でい

いですよね。いいですよね。同じとも違うとも言えていないということなのかもわからんけ

れども、そんなことまで高等裁判所は触れていないということなのかもわからないんだけれ

ども。だけど、まあ気色悪さは残りますよ。高等裁判所の判決、出てないし、そもそもその

証拠についての、僕らは判決文も見ていないから。さっきから証拠を向こうが出した、向こ

うが出したと。こちらは証拠ないと言っているわけやから、そりゃ向こうは強いですわね、

どんな証拠か分からない。どんな移転補償が足らないという算定になっているのか。それは

2,500万円と符丁するから。2,500万円の分は恐らく追加移転補償金として払ってるんですよ、

土地開発公社が、先ほどから何度も言うように。それ以外の何らかの事情の変化で発生した

ものが全く2,500万円と同じというのが、どうも私としては非常に納得しにくいことになっ

ているなと。一番いいのは判決でちゃっと出してくれたら分かりやすったし、解決金みたい
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な形でぱんと出たら、それはもうやむを得ないんだなとは思うんですけれど。

というのは、先ほど言いました、これはもうあと市長にお伺いするしかないんですが、こ

れはやっぱり市民の方が、先ほど言ったように公正な市政をしてほしいと、やっぱり多くの

不正があったということについて、これは大変なことですよ、住民監査請求を起こすという

のは。５人の方が名を連ねて起こされて、それで一貫して傍聴も来られて関心を持っていた

だいている。新聞沙汰にも大きくなって、市民の関心も高くなってきたところなんです。そ

れを今の時点でこういう形で収めていきましょうというふうに最終的に判断されましたので、

それに当たっては、それは市長の行政的な判断があったと思いますけれども、市長は一方で、

やっぱり市政のリーダーですので、またそのためにこれを、先ほど来あったように勝訴する

ということで引っ張ってこられたわけですから、ここで受けるに当たって、市民の方、住民

監査請求を起こされた方に対して何かあるかなと思っていますので、ちょっとそれについて

お聞きしたいと思います。

増田委員長 阿古市長。

阿古市長 何を問われているのかちょっと分かりにくいところがあるんですけども、その当時をちょ

っと振り返ってという話になってくるんやろうと思います。住民監査請求を起こされた方と

いうのは純粋にやはり行政の事務手続が、非常に不手際が多い。その中で不正もあるのでは

ないかというところからスタートされた話やったと思います。その中で、監査委員のほうで

それを調べていただくと、やはり事務手続上はおかしいものがあった。そして、行政内部で

も、内部とは違いますけど、諮問機関の中でいろいろ調べさせていただいてもやはり同じ結

論がありましたので、これは、行政としては手続で動くものなんです。ですので、その手続

の不備があるということはいろいろ議会でもご指摘いただいて、改善に向けて努力している

ところではございますが、そういうことはやはりあってはいけないことでございますので、

これは住民監査をされた、そして住民監査請求によって監査委員の皆さんのほうからこうい

う提起をいただきましたので、その手続に入らせていただいて、議会の議決をもって民事訴

訟がスタートしたわけでございます。民事訴訟のことでございますので、当然１審、２審、

３審制でございますので、時間的には非常にかかるものでございます。ですので、当然その

経費等もかかるわけですけども、それはある種、スタートをするときに覚悟しているべきも

のでございますので、その部分について私がどうであるということは述べる必要はないのか

なと思います。ただ、１審の判決と、２審で和解案、和解案はちょっと問題が大き過ぎまし

たので、もうこれは無理ですよというお話をさせていただいたんですけども、第17条決定が

出てきた。その中でのやはり事実認定の部分で若干差異があったと理解しております。事務

手続上の違法性という部分については１審も２審も同じ結論を持っていると私は理解してお

りますが、ただ、そこに至る、民事でございますので、これは刑事ではございませんので、

民事上の手続を取るところの意思の部分について、高等裁判所の２審のところではかなり加

味をされたのではないのかなという認識を持っております。

ですので、先ほど議長のほうからご質問いただいたときに苦渋の決断であると申し上げま

したが、総合的に判断いたしまして、５年という歳月の中で、やはり 城市のこれから向か
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うべき方向を考えますと、もう一定の皆さん方にご理解をいただいた上で結論を持つべきで

はないのかという判断をさせていただいたということでございます。住民監査請求をしてい

ただいた皆様方には本当に、ある意味非常にご苦労いただいたし、そのときはいろんな軋轢

の中でその行為をしていただいたという思いがあります。そのことに関しましては、私は一

定の感謝といいますか、理解をしていたいと思います。その当時、議員をしていただいてい

た皆様にも、やはりいろんな悩みの中で、いろんな思いの中で決断をしていただいていた。

それでそのときの行政と議会としての結論を持っていただいて、また今回、大きな行政とし

ての判断と議会としての決断を求めたわけなんですけども、これからの 城市を大切にして

いきたいという思いが非常に強うございますので、ご理解のほどよろしくお願いいたしたい

と存じます。

以上でございます。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 ありがとうございます。市長の思いはそういう思いだということが分かりました。ただ、

私が思うのは、やっぱり住民監査請求を起こされた方々は、大変こういう結果は残念に思わ

れていることだと思います。今後の 城市ということでありますけれども、やはり発端は何

だったのかと、何でここまで問題が大きくなり、５年間もこういうことにかかずらい、多額

のお金を払ったのかと。それはそもそも道の駅かつらぎ建設事業の用地買収の在り方です。

代替地、瑕疵のない土地を提供すると言いながら、産業廃棄物が埋まっている土地を新たに

提供した。それから、土地買収が完成してないうちに工事が始まったり、オープン日が明ら

かにされることによって、それは相手方、非常に不愉快だったと思いますよ。やはり公共工

事の在り方、進め方、用地買収と公共工事の在り方、こういうところのボタンがかけ違えて、

それを糊塗するために多くの方が、職員の方々が架空工事なりに加担させられて、様々な処

分も受けるというところまでになりました。これは、私は本当にその当時の行政の過失の改

め方、改め方ですよ。これ、議会に隠してやったわけですよ。そのためにこんなに大きなこ

とになったわけで、私はこの過失も含めて、過失でしゃあないんだから、議会にちゃんと説

明して、ボタンのかけ違いを直すということ抜きに正しい行政はできなくて、結局大きな行

政的負担を、あるいは議会も市民もかかるということになったわけで、私はこういうふうな

反省をしっかりとやっぱり明らかに市民にするということも大事なことだろうと思うんです。

ただ未来志向だけでは、やはり今後のことも考えても、私はそれだけではあかんと思います

ので、ちょっとご意見だけ申し上げておきます。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

梨本委員。

梨本委員 先ほど市長のほうから苦渋の決断であるというお言葉をいただきましたので、相当この議

会で、この場でも諮れないことも多数あるんだろうというふうには理解いたします。それを

もっても、やはり私はこの2,500万円の内容、谷原委員もおっしゃっていますように、ここ

に関してはやっぱりきちっと精査していかないことにはいけないのかなというふうにも思っ

ております。これは、私は予算特別委員会の委員でございますが、総務建設常任委員会の委



－36－

員長でもございますので、その場で例えば協議会の中でもきちっとそういったところを出し

ていただかないことには、またこれを本当に法令改善で認めてしまうとか、そういった用地

買収の追加費用として認めてしまうと、ほかの事業にも影響するんですよ。そういったとこ

ろまでやっぱり判断した上で、理事者のほうにはきちっとした議会対応、そして、私は先ほ

ど修正案を出すとは言いましたが、そこまでせずともいいのかなというふうにも今は、市長

がそういった、ご自身の中で判断されたということをきちっと名言されるのであれば、そう

いった部分もございます。ただ、本当にちょっと悩ましい、本当に悩ましいところです。本

当にこの2,500万円をこのあやふやな内容で本当に賛否を出していいのかというところに関

しては、まだまだ少し、ちょっと悩んでおりますが、一旦そういったことは理解いたしまし

た。

その上でちょっとだけ、１つだけ、これ、もしあかんかったら予算特別委員長、止めてい

ただきたいんですけれども、市長は一貫して監査結果に基づいて、先ほど谷原委員もおっし

ゃっていましたけど、監査結果に基づいて裁判という話をされているんですけど、市政検討

委員会の答申も出ているわけですよ。ずっと市長の話を聞いていると、監査結果が出なかっ

たら裁判しなかったんだぐらいの形に私は聞こえるんですけれども、そうではなくて、市長

の諮問委員会からの答申で既にこの違法性は認識されていたはずなんですね。ですから、そ

ういう言い方をされると、監査委員の答申に何か問題があったとか、いろんなところで、ご

自身の責任において今回、これに関しても判断していただくというふうに私は理解していま

すので、そういうところに関してしっかりとやっていただきたい。

ここからがちょっとずれるかもしれないので止めていただいたらあれなんですけれども、

市政検討委員会ですよ。これは予算特別委員会やからちょっとその話も、今回、予算、何で

出てきてないねんと。３月で散々議論して削減したけれども、上げてほしいと。もっとちゃ

んとこういったことをやってほしいから、あのとき議会で散々議論したんじゃないですか。

それが全く出てこない。私は今回出てくるのかなと、５月には総合戦略の、まあ言ってみた

らあるわけですよね、５月末ぐらいに、毎年多分やっていらっしゃったと思うんですよ。地

方創生の精査とかをやられるに当たって、どの予算を使われるのかなというのもありますの

で、ちょっと市政検討委員会の考え方についてだけこの場で、いや、もうこの間、議会から

否決されたからもう一切その先は検討してないんやということなのか、それとも、こういっ

た事象も踏まえていろんなことを今後やっていこうと考えていらっしゃるのか、ちょっとそ

の辺り、聞き過ぎですか。

増田委員長 いえいえ。

梨本委員 答えられる範囲でちょっとお願いいたします。

増田委員長 先日の予算特別委員会での私の記憶の中では、必要に応じて補正を組んででも市政検討

委員会は運用しますよというふうなご答弁があったかなというふうにうっすら記憶にあるん

ですけれども。質問に答えていただけますか、今後の市政検討委員会の在り方について。

溝尾副市長。

溝尾副市長 ちょっと市政検討委員会という言葉は置いておいて、補正予算をどうするか３月議会で
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も様々なご意見をいただきまして、もっと柔軟に意見を聞けるふうにしたほうがいいんじゃ

ないのと。これだけの案件とかじゃなくて、もっといろんな意見を聞ける場、予算ももっと

増やしたらいいんじゃないのというようなご意見だったと思います。それで我々、今考えて

おりまして、どういうふうにすれば、どういう品目でどういうふうにすれば様々な方からご

意見いただける機会をつくれるのか、それが、委員会形式がいいのか、１人ずつ報償でやっ

たらいいのかなど検討させていただいております。それについてまだ間に合っていないのは

事実で、今回は計上させていただけていないんですけれども、現在検討しているところです。

予算査定もしておりませんので、これ以上のことは深くは言えませんが、現在、前向きに検

討しているというような状況でございます。

増田委員長 梨本委員。

梨本委員 承知いたしました。しっかりその辺、検討していただいて、より議会の意見も十分に配慮

した上でしっかりと使っていただけるような、これは市長が諮問しなかったら全く動かない

んだということで、今回は私もきついことも何度も言わせていただきましたけれども、そう

ではなくて、まち全体、言ったら契約事務も含めた執行管理、いろんなところで問題が起こ

ってこないような形での第三者機関といいますか、そういった外の視点からのアドバイスを

しっかりいただけるような、そういった形でつくり上げていただきたいと思います。

以上です。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「なし」の声あり）

増田委員長 ここで暫時休憩します。

休 憩 午後２時０７分

再 開 午後２時０９分

増田委員長 休憩前に引き続き会議を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

谷原委員。

谷原委員 質疑ではありません。修正動議ということで修正案を提案したいと思います。委員会の場

合、１人でもということですので、修正案を提案させていただきたいと思います。

増田委員長 そしたら、ここで暫時休憩いたします。

休 憩 午後２時０９分

再 開 午後２時１２分

増田委員長 それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。

ほかに質疑はありませんか。

杉本副委員長。

杉本副委員長 ちょっと聞きたいことというか、裁判に持っていって、裁判所が決めたことやからと

いう思いで僕、聞いているんですけども、ほかの裁判も踏まえていろんなことがある中での

決断やと思うんです、市長の中で。これ、もし否決されたらどうなるんですか、仮に。それ

はなぜかといったら、みんなもそうやと思う、僕だけかもわからないですけど、賛否取ると
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きにやっぱりそれなりの覚悟が要るわけじゃないですか。そのリスクがある、否決されたら

どうとかこうとかいうんじゃなくて、否決されたらどういう流れになっていくんですか、こ

れ。よしんば、仮に。

増田委員長 溝尾副市長。

溝尾副市長 ちょっと仮定の話なのでどこまで正確に言えるか分かりませんが、これがもしご議決い

ただけない場合は2,500万円支払えないことになります。ただ、2,500万円の歳入は第17条決

定のとおり、それとは別で、訴訟のことで言うと、この第13民事部の訴訟は、終結はもうし

ておりますので、終結という言い方が正しいかどうか分かりませんが、確定しております。

関連訴訟である土地開発公社の訴訟は継続することになります。土地開発公社のほうを前提

として、社会福祉法人からの2,500万円の話が解決すれば、土地開発公社のほうも取り下げ

るという話をいただいておりますので。続くのであれば、まだ地方裁判所の話ですので、地

方裁判所からどういう判決になるか分かりませんが、場合によっては高等裁判所に行ったり

最高裁判所に行ったり、そうすると時間も多分数年とか、お金も1,000万円とか、それぐら

いの費用は発生することが想定されます。それぐらいで大丈夫ですか。

杉本副委員長 ありがとうございます。いいですよ。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

柴田委員。

柴田委員 それに関連して、否決された場合、この第17条決定によると、控訴人が2,500万円を３者

で、内部で相談して、内訳は分からないですけど、 城市に支払うというのが書いてあるん

ですけれど、そのとおりでいいでしょうか。

増田委員長 高垣部長。

高垣企画部長 企画部、高垣です。ただいまの柴田委員のご質問のとおりでございます。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「なし」の声あり）

増田委員長 質疑がないようですので、令和４年度一般会計補正予算（第１号）についての質疑を終

結いたします。

この際、谷原委員から本案に対し修正案が提出をされておりますので、谷原委員から趣旨

の説明を求めます。

谷原委員。

谷原委員 それでは、議第32号、令和４年度 城市一般会計補正予算（第１号）の修正案について提

案し、説明させていただきます。

第１条第１項中、１億427万7,000円を7,927万7,000円に、165億8,809万7,000円を165億

6,309万7,000円に改めると。第１条第２項第１表を次のとおり修正するということで、修正

につきましては、次の修正前におきまして、20款諸収入の３項雑入のところです。ここに補

正額として2,500万円入ってくることになっております。先ほど柴田委員が発言されました

ように、相手方が３人で2,500万円を協議して支払うということになっているわけですけれ

ども、その部分の補正2,500万円がありますが、その歳出のほう、この間ずっと議論してま
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いりました総務管理費の中で補正額が2,543万8,000円と補正額出ておりますけれども、これ

については相手方に、先ほどから話がありました第17条決定に伴って相手方に支払うもので

あります。

修正後ですけれども、諸収入については、相手方のほうから2,500万円いただく分がゼロ

になっております。この理由については、いただかないということではなくて、下の2,500

万円を相手方に渡さなければ、相手方は３人の中でお金の分配割合について恐らく裁判にな

るだろうと思います。そうすれば非常に長期化するので、ここで歳入として入れておくのは、

2,500万円をあえて渡せば比較的簡単にそのお金は2,500万円入で返ってくると思いますけど、

そうは考えられませんので、取りあえず両方ともこの予算の案としては削除しておりますが、

決定そのものをほごにするということではございません。2,500万円を相手からいただかな

いというわけではなくて、相手方が今年度中にこれが払えるかどうかまだ見込みが立たない

ので、改めてそれについては補正をすればいいと考えております。

事項別説明については次のページにあるとおりです。歳入については民事調停法第17条の

規定による調停に代わる決定に伴う解決金ということですけど、これについては先ほど述べ

ましたように、これを減額するということになります。歳出についても、これについても同

様の民事調停法第17条の規定による調停に代わる決定に伴う移転補償金（追加分）というこ

とであります。

修正案提案の理由でありますけれども、この歳入歳出につきましては朝から委員の皆さん

から各位真剣に議論をされてこられたものでありますけれども、私としては、やはりとりわ

け歳出のほうです。移転補償金の追加分というところが、やっぱり一般会計補正予算として

出すには根拠が定かではなかったなという思いをしております。というのは、最終的には第

17条決定に根拠を持つということでありますけれども、第17条決定には私、非常に重要な文

言が含まれていると考えます。それは、違法だというふうに、違法な支払いというふうにこ

の第17条決定が判断したところはこうあるんです。移転補償の追加の支払いについては、そ

の間の事情の変化を市議会に報告し明示的な承認を得る手続を取らなかったと。つまり、追

加の移転補償が発生したことについて、その間事情が変わったことについて、これはちゃん

と議会に説明してやらなかった。それを議会に隠して流用して充てたということなんですが、

じゃあその間の事情が変わったから追加の移転補償を払うというこの説明がなかったんです

よ、朝からの議論の中では。結局第17条決定に根拠を持つということなんですけれども、第

17条決定は追加の移転補償について明示的に議会にその間の事情を示していないから違法と

書いてあるのはどなたが聞いても分かったと思いますけど、その間の事情がどうだったのか

ということは、土地開発公社の段階ではちゃんと見られていたというのが 城市の主張だし、

じゃあそうではない、そうではない追加の移転補償がここで払わなければならなくなった事

情というのが、これがどうも明らかにされたとは思えないんです。したがいまして、一般会

計の予算を支出する根拠としては大変薄弱であるというふうに考えますので、私はこの支出

について削除するという修正案を提案します。

以上です。
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増田委員長 以上で説明は終わりましたので、これより谷原委員提出の修正案に対する質疑を行いま

す。

質疑はありませんか。

西川委員。

西川委員 ちょっともう一回確認なんですけど、歳入のほう、2,500万円ここから３者で分けてどう

なるか分からへんから入れてないというのは、ちょっと僕、あまり腑に落ちひんのですけど、

やっぱりここで、2,500万円はここで支払うと書いてるので、歳入に入れとかなあかんのと

違うんかなと思うんですけど、これは憶測で、もしかしたら2,500万円払うかもしれないじ

ゃないですか、３者が。誰かが１人払わはるかもしれんし。これはその根拠がちょっと分か

らへんな思って。それで歳入歳出合ってけえへんのも、ちょっと何かぴんともけえへんので

すけど、その辺入れたほうがええのと違うかなと。ここ、確実に2,500万円は市としたらも

らわなあかんやつです。せやから入れやなあかんのと違うかなと思うんですけど。その辺、

もう一回ちょっと。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 補正予算ですから、予算としての見込みとして2,500万円を入れるという考え方もあろう

かと思うんですけれども、これを否決された場合には、相手方の事情もあるので、それが動

いてから、見てから改めて補正予算を組んでも遅くはないと。予算を組んだからすぐ入るも

のでもないんだけれども、その様子を見て予算化しても、私は遅くはないと思っていますの

で、今回そのために置いといたということであります。

増田委員長 西川委員。

西川委員 ちょっと気になるかわからないですけど、ここに2,500万円、第17条のところで払うって

なってんねやったら入れとかなあかんのと違うかなというところなんです。相手方がどうな

るかならへんかじゃなくて、ここはもう2,500万円支払うというふうに出てるわけなので、

だから入れるのが普通じゃないんかなという、単純にそういうふうに思うだけです。

増田委員長 谷原委員。

谷原委員 おっしゃるとおりなんですが、先ほど言ったように、これまでのほかの事例を見ても、ほ

かの裁判事例を見ても、３者に対して何ぼ払えということについて、なかなかこれは３者の

間で協議が難しいことが多々あります。この道の駅かつらぎ建設事業に関する裁判に関して

もそうした事例が見られますけれども、私は今年度中入るかどうかはちょっとまだ見通しが

立たないのではないかと思って、こういう案にしております。2,500万円入るんだったらこ

れは比較的早いだろうと思いますけれども、これが、相手方が裁判というふうに、当事者同

士の裁判になると、先ほど言ったように１年、２年になるということになるので、やっぱり

その見込みが立ってから補正予算を組んでも、そうすれば今年度中入るのであれば、そうい

うふうに予算を組むと。裁判になれば来年、再来年、ここでこういうふうに入れていたとし

ても結局それが入ってこないということになりますので、その見通しを見ているということ

であります。

以上です。
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増田委員長 西川委員。

西川委員 だから、あの、不確定なことが多いなということを、この今の予算のやつで、というふう

に僕、ちょっと思ったので、ちゃんと入があって出がある、これが予算のやり方なんじゃな

いかなというようなことを、2,500万円かっちりあると言うんやったら、ここ書いといたら

いいんじゃないかなということで聞いただけです。まあ、皆さんどう思われるかというとこ

ろですけど。

増田委員長 ほかに質疑はありませんか。

（「なし」の声あり）

増田委員長 質疑ないようですので、以上でただいま議題とされております議第32号の修正案に対す

る質疑を終結いたします。

議員間討議を希望される方はおられますか。

（「なし」の声あり）

増田委員長 ないようであれば、これより討論に入ります。

討論は議第32号及び谷原委員より提出をされました議第32号に対する修正案を一括して行

います。

討論はありませんか。

奥本委員。

奥本委員 まず、私は今回の議第32号、令和４年度 城市一般会計補正予算（第１号）について、賛

成の立場で討論することにいたします。

その理由なんですけども、午前中、今回のこの補正予算に入るまでの準備が不十分じゃな

いかということで、２点挙げさせていただきました。１つはこの第17条決定にある控訴人の

お二人からのけじめ、つまり謝罪をつけた上での改めての措置としてと書かれているので、

それが理事者側の解釈では、この書面をもってそれが効力を発生するということだったので、

おかしいんじゃないかと考えていました。

それともう一つは、ここに至った様々な経緯に対する市長の思いというのをお聞きしたわ

けです。その段階では、これはちょっと今回決断は難しいなという考えの流れではあったん

ですけども、午後一番で議長のほうがまた改めてそこについて問いただしてくださったとこ

ろで、まずそのけじめについては今後、申入れを検討していきたいという副市長のお言葉が

ございました。市長のところに関しましては、苦渋の決断をもって臨んだと、判断したとい

うお言葉がありましたので、まだまだ私にとっては不十分なんですけども、一応今回の予算

を通す上ではその辺が妥当かなという気がします。というのは、やはりもう一つは、これを

受け入れることによって奈良地方裁判所の訴訟が取り下げられるという市長と副市長のご説

明もございました。要はこれを早く終わらせて、余計なところにお金を使うということは、

これは我々議員にとっても、市民に対する一種の裏切り行為であるので、そこを早く解決す

る。ただ、ここに至るところのもやもやしたのは残りますけども、我々は市民からいただい

た税金を有効に活用していかんとあかんという義務、それを話し合うという義務からすると、

これを先延ばしにするのはやはり市民に対する裏切り行為ではないかというふうに思い至り
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ましたので、今回賛成という形でさせていただきます。

以上。

増田委員長 ほかに討論はありませんか。

（「なし」の声あり）

増田委員長 討論ないようですので、討論を終結いたします。

（梨本委員退席）

増田委員長 これより採決を行います。採決は分割して行います。まず、谷原委員から提出をされま

した議第32号に対する修正案について採決を行います。

本修正案に賛成の諸君の起立を求めます。

（起立少数）

増田委員長 起立少数であります。よって、議第32号に対する修正案は否決すべきものと決定をいた

しました。

次に、原案に対する採決を行います。原案に対する賛成の諸君の起立を求めます。

（起立多数）

増田委員長 起立多数であります。よって、議第32号の原案は可決するべきものと決定をいたしまし

た。

（梨本委員復席）

増田委員長 以上で本委員会に付託をされました議案の審査が終了いたしました。

ここで委員外議員から発言の申出があれば、許可をいたします。

増田委員長 ほかにございませんか。

（「なし」の声あり）

増田委員長 ないようですので、委員外議員からの発言を終結いたします。

拙い委員長の職で、皆さん方のご協力によりまして終了させていただきますことに感謝を

申し上げます。まだ本会議での議論もあるわけでございますけれども、長時間にわたりまし

ての御礼を申し上げておきます。ありがとうございました。

これをもちまして予算特別委員会を閉会いたします。

閉 会 午後２時３２分

委員会条例第28条の規定によりここに署名する。

予算特別委員会委員長 増田 順弘


